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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ベトナム社会主義共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、

2010年7月より技術協力「農産物の生産体制及び制度運営能力向上プロジェクト」を約3年6カ月間

の計画で実施しています。 

今般、本プロジェクトの中間地点を迎えたことを受け、協力期間前半における実績の確認、計

画に対する達成度の検証、評価5項目の観点からの評価を行うとともに、プロジェクト後半の行動

計画について検討することを目的として、2012年5月7日から5月24日の間、当機構仲田俊一を団長

とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、プロジェクト活動の評価を行いました。 

本報告書は、同調査団によるベトナム社会主義共和国政府関係者との協議及びレビュー結果等

を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを

願うものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

平成25年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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中間レビュー調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：農産物の生産体制及び制度運営能力向上プロジェクト 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水田地帯

第一課 
協力金額（評価時点）：2億5,400万円 

協力期間 

（R/D）：2010年7月～2013年12

月（3年6カ月間） 

先方関係機関：＜植物品種保護＞農業農村開発省農産物生産局

（MARD/DCP）・国立農産物肥料試験評価センター（NCPFT） 

＜安全作物＞農業農村開発省農産物生産局農産物生産部（FCD）

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「べトナム」と記す）において、農業は国の根幹を成す重要

産業であるが、人々の生活の向上や人口の増加等に伴い、農産物の需要は年々高まっており、作

物栽培面積規模も拡大している。農産物生産の拡大に伴い、農薬や化学肥料等の使用量も増大し、

農産物への残留や微生物による汚染などへの懸念から、農産物の安全性の低さが問題となってい

る。ベトナム政府は、農産物の安全性確保は重要な課題であることを認識しているものの、安全

性の向上には、生産技術のみならず、加工、流通過程での取り組みが必要となるほか、土壌、水、

大気、農作物の検査体制の確立など幅広い対策が求められることから、十分な成果を上げられて

いない状況である。一方、ベトナムは2006年に植物の新品種の保護に関する国際条約（International 

Convention for the Protection of New Varieties of Plants、略称：UPOV条約）に加盟し、植物品種保

護（Plant Variety Protection：PVP）制度の運用と推進を行うことを公約している。公約内容には

加盟後10年以内（2016年）の全植物（500～600種類）の登録申請に対応可能な品種登録体制の構

築も含まれているが、現状では、予算、人材、資機材等の不足や品種登録システムが十分に機能

していないことから、この達成は困難である。植物品種保護（PVP）制度の推進は、新品種の育

成及び導入を促進することで、多くの品種が生産、流通され、農家に裨益することが期待され、

ベトナムにおける農産物の生産体制及び制度運営能力を向上するうえで、重要な位置づけにあ

る。かかる状況の下、わが国はベトナムと、2008年12月に日越経済連携協定（日越EPA）に署名

し、農林水産分野を含む経済上の互恵的協力を行うことで合意した。同協定に基づき、農産物の

生産体制及び制度運営能力の向上を図るため、ベトナムは、安全作物生産の分野において先進事

例を有し、アジアで初めてのUPOV加盟国でもあり、PVP制度に関する豊富な技術と経験を有す

るわが国に、当該分野の技術移転・能力強化、普及に関する技術協力プロジェクトの実施を要請

した。本プロジェクトは、PVP分野及び安全作物分野の2つの協力分野から成る案件である。ベ

トナム農業農村開発省（Ministry of Agriculture and Rural Development：MARD）農産物生産局

（Department of Crop Production：DCP）を窓口として、3年6カ月間の予定で実施されており、現

在、3名の（長期）専門家（植物品種保護、安全作物、業務調整）を派遣中である。今回実施の

中間レビュー調査では、プロジェクトの中間点を経過したことから、ベトナム側カウンターパー

ト（Counterpart：C/P）機関と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、
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プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、（合同）評価報告書に取りま

とめ、合意することを目的とする。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

＜植物品種保護＞ 

植物品種保護（PVP）制度の強化により、新品種の登録が促進される。 

    

＜安全作物＞ 

安全作物生産の強化とその普及により、ベトナムにおける農産物生産が改善される。 

 

（2）プロジェクト目標 

＜植物品種保護＞ 

新品種の育成及び導入を促進するための植物品種保護（PVP）制度に関する審査能力が向

上する。 

    

＜安全作物＞ 

安全作物生産に関する意識と生産技術が向上する。 

 

 

（3）成 果 

＜植物品種保護＞ 

成果1：出願された品種に対する審査手続きが改善される。 

成果2：出願された品種の区別性、均一性、安定性（Distinctness, Uniformity, Stability：DUS）

テストの試験機関において、DUSテスト方法が確立される。 

成果3：育種に携わる育種関係者、種苗会社、普及員の植物品種保護についての意識が向

上する。 

 

＜安全作物＞ 

成果1：パイロット省において、政府機関安全作物担当者の農民へ安全作物生産技術を指

導する能力が向上する。 

成果2：政府機関安全作物担当及び農民の安全作物に関する意識が向上する。 

 

（4）投入（レビュー調査時点） 

1）日本側 

長期専門家派遣： 3名 

短期専門家派遣： 7名 

本邦研修： 17名 

第三国研修（タイ王国）： 20名 

機材供与： 37万2,072米ドル（74億4,144万ドン） 
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現地活動費支出： 12万656米ドル（24億1,312万ドン） 

 

2）ベトナム側 

カウンターパート（C/P）の配置：プロジェクト・ディレクター 1名 

 プロジェクト・マネジャー 2名 

 マネジメント・オフィサー 16名 

 フィールド・オフィサー 24名 

活動費支出： 8億2,267万ドン 

その他： プロジェクト上必要な建物・施設・光熱費など 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/安全作物 仲田 俊一 JICA農村開発部 参事役 

植物品種保護（PVP） 山口 克己 
農林水産省食料産業局新事業創出課種苗審査室 

総括審査官 

評価分析1（PVP） 鈴木 篤志 
A&Mコンサルタント有限会社 シニアコンサル

タント 

評価分析2（安全作物） 松本 彰 A&Mコンサルタント有限会社 代表取締役 

協力企画 猪上 美代子 JICA農村開発部水田地帯第一課 職員 

調査期間：2012年5月7日～24日 調査の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ PVP分野における成果の達成状況 

成果1：出願された品種に対する審査手続きが改善される。 

植物品種保護オフィス（Plant Variety Protection Office：PVPO）のC/P及び専門家が、品種

登録能力向上をめざし登録・審査にかかわる業務改善の検討を行うこととなっていたが、

DUSテスト方法確立のための活動（成果2）を優先させたため、成果1については現段階では

限定的な達成レベルにとどまっている。しかしながら、プロジェクトは、登録・審査手続き

上の課題を特定し、コンピュータ・ベースのデータファイリングシステム（データベース）

を構築するための検討作業や機材調達を開始している。 

現在のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（Ver.2）に

設定されている成果1の指標は、活動の言い換えとなっていて、指標として適切でないこと

から、調査団より下記のとおり改訂することを提案した。 

1-1 改善された審査手続きにより、PVP登録データが PVPOで一元的に管理される。 

1-2 PVPO、国立農産物肥料試験評価センター（National Center for Plant and Fertilizer 

Testing：NCPFT）、DUS実施機関の間で、PVP登録データが共有される。 

1-3 PVP登録データの検索が現状より迅速にできるようになる。 
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現在検討されている新ファイリングシステムが計画どおり導入され、PVP登録とDUSテス

ト担当C/Pがその操作を習熟できるようになることで、新たに提案された3つの指標は達成で

き、プロジェクト終了までに「出願された品種に対する審査手続きの改善」（成果1）は一定

レベルで実現されるものと予測される。 

 

成果2：出願された品種のDUSテストの試験機関において、DUSテスト方法が確立される。

稲について、過去の特性調査データをもとに60品種を栽培試験し、標準品種として適切な

品種を選定する技術（稲全生育期間にわたる各形質の調査方法、判定方法）の指導とともに、

既存テストガイドライン（Test Guidelines：TG）の見直しが進められた。また、調査方法を

詳細に記録するマニュアル（暫定版）が作成された。マニュアルは、さらに更新する必要が

あるが、実施担当者によってテストの方法がぶれないようにするための指針として役立つ。

稲と同様に、トウモロコシ、キクの標準品種選定作業が現在進められていて、このあと、既

存TGの見直しも行われる予定である。新たな作物として、ドラゴンフルーツ、ロンガンが

選定され、DUSテストに必要な形質の選定、標準品種の選定などの技術指導が実施されると

ともに、TG作成の手順が示された。 

一方、DUSテスト強化のための国内技術研修が、2010年に4回、2011年にはオランダ王国

（以下、「オランダ」と記す）との共催で3回実施された。これらの研修を通してC/PがDUS

テストをどの程度理解したか（成果指標）について、必ずしも必要なデータが揃っていない

ことから客観的な判断を下すのは難しいものの、研修ごとに実施された参加者への簡単な確

認テストの結果から、理解度の上昇が認められた。このほか、2011年8月に、PVP制度の理

解を促進するために、ハイレベルC/Pを対象とした本邦研修が、また2011年7月に品種特性調

査法の技術研修がタイ王国（以下、「タイ」と記す）で実施された。プロジェクト後半で、

DUSテスト強化のため現場での技術指導が継続されるほか、本邦研修、大韓民国（以下、「韓

国」と記す）での第三国研修もそれぞれ実施されることになっている。 

このように、成果の達成度をみるための指標の客観的な把握は必ずしも可能ではなかった

ものの、これまでの活動の成果から、DUSテスト方法の確立という成果は、協力期間内に満

足のいくレベルで達成されることが推察される。現地調査で行ったC/Pへのインタビューや

アンケートの結果は、そうした推察を裏づけるものであった。 

 

成果3：育種に携わる育種関係者、種苗会社、普及員の植物品種保護についての意識が向上

する。 

オランダのPVPプログラムとの共催により、2012年3月にハノイ市とカントー市で2回、公

開セミナーが開催された。参加者は、NCPFTスタッフ、種子会社、研究機関、普及関係者な

ど、それぞれ80名、50名であった。上記の研修同様、これらの参加者がどの程度セミナーの

内容を理解したのかを正確に把握することは困難であるが、セミナー後に実施された簡単な

アンケートで、回答した参加者の大半が「とても理解した」あるいは「ある程度理解した」

と回答したことから、セミナーはPVP制度への理解を深めるうえで、役立ったことが推察さ

れた。 

プロジェクトは、上記のようなセミナーを今後も開催することを計画している。また、PVP

の啓発を目的とし、PVP制度における普及組織〔農業農村開発局（Department of Agriculture and 
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Rural Development：DARD）〕の役割把握と情報提供を行うことも計画されている。このよう

な活動が続けられることで、関係者の制度への意識は徐々に向上していくことが予測され

る。PVPに対する意識が向上すれば、究極的にはPVPへの申請件数が増加することにつなが

るものと考えられる。 

 

３－１－２ PVP分野プロジェクト目標の達成見込み 

DUSテストの研修が実施され、大半のC/Pは1回かそれ以上の研修に参加した。それに加え、

専門家が定期的にNCPFTステーションを訪れ、圃場でテスト技術の研修を実施してきた。これ

らの活動を通し、C/PのDUSテスト実施能力、特性審査能力は本プロジェクトを通して相当改

善されたことが推測される。現地調査で行ったインタビュー結果からもそれは裏づけられる。

しかしながら、指標で設定されている「C/Pの70～80％がDUSの特性審査を実施できる」と

いう状態をどう客観的に証明するかという点については、プロジェクト開始前の基準も設定さ

れていないし、その方法も明記されていないので、達成レベルを客観的に評価するのは困難で

ある。したがって、厳密な意味ではプロジェクト目標の達成度を判断することは難しいものの、

PVP登録で最も重要な審査技術であるDUSテストの実施能力をはじめ、C/Pの能力は、これま

での活動を通して確実に向上していることから、プロジェクトは目標達成に向け、前進してい

るとみることができる。 

プロジェクト目標の指標について、本レビュー調査では、審査能力を可能な限り客観的に測

定するひとつの方策として、「審査能力チェックシート」を専門家とプロジェクト・マネジャ

ーが作成し、終了時評価調査時にC/Pに対して実施することを提案した。 

 

３－１－３ 安全作物分野における成果の達成状況 

成果1：パイロット省において、政府機関安全作物担当者の農民へ安全作物生産技術を指導

する能力が向上する。 

これまで技術者に対してトレーナー・トレーニング（Training of Trainers：TOT）研修を3

回行い、このなかで適正農業規範（農業生産工程管理）（Good Agricultural Practices：GAP）

の知識の習得、実践法や、総合防除（Integrated Pest Management：IPM）に関する知識、また

技術の普及のための普及活動法について研修を実施している。このTOT研修に続き、パイロ

ット省内の各モデル地区ではTOT研修の受講者が講師となり、モデル農家への研修を行い、

安全作物の生産に関する知識や技術の活動を行っており、徐々にではあるが知識と技術の習

得が向上しつつあることが、今回のレビュー調査を通じて確認された。なお、同活動を通し

て、TOT研修会並びに農家研修で配布する各研修教材や農家記録簿が作成され、各パイロッ

ト省での普及活動に活用されている。 

 

成果2：政府機関安全作物担当及び農民の安全作物に関する意識が向上する。 

成果2の活動は、意識向上を目的としたものであるが、安全な農産物の拡大のためには、

農産物を生産する側の問題だけでなく、流通・仲介業者、消費者をはじめ、行政の関係者や

現場の技術者など関係者すべての意識の改善が必要である。このため、プロジェクト前半、

研修会等を通じて農家や作物生産にかかわる関係者の安全作物（特に作物生産）に関する意

識の向上を図ることをめざした活動を行ってきた。この結果、農家の関心や態度の変化など、
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徐々にプロジェクト活動に対する地域の意識も高まってきており、成果が発現しはじめてい

るといえる。これまでは、モデルサイトでの実践活動を本格的に実施しはじめたが、活動内

容は知識習得のための研修活動が多かったため、現場に対するきめ細かな活動が少ない状況

であったので、プロジェクト後半では現場を中心とした活動に力点を置きつつ、「基礎GAP」

の定着、記録の質の向上と経営改善への活用といった活動に広げる予定である。特に中央と

現場との密接な連携を推進し、専門家とC/Pが一層現場に軸を置き、農家のニーズに応えら

れるよう、今後の活動を展開していくとしている。 

 

３－１－４ 安全作物分野プロジェクト目標の達成見込み 

実際に技術者更には農家への指導を開始したのは、まだ2年未満でもあり、大半の活動が実

施中であるため、現段階でプロジェクト目標の達成度を判断することは難しい。しかし、プロ

ジェクトによるごみ箱の設置や研修を通じての啓発活動の結果、これまで圃場の中や作業道路

で目立った農薬の使用済み袋や空ビンなどの投棄が徐々に少なくなってきたことや、農薬使用

の適切な時期を農家が自覚するなど、農薬の取り扱い状況からも農家の意識の変化がみられは

じめ、モデル農家を中心に農薬の安全使用に対する意識の変化がみられる。今回の現地調査中

に実施されたC/Pや専門家更にモデル農協や農家へのインタビューで示された見解によると、

現在のペースで活動が進めば、プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成されるもの

と見込まれる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性 

（1）植物品種保護 

ベトナム開発政策及びわが国援助方針に大きな変更はなく、政策的な妥当性は事業が採

択された時点と同様に「高い」と判断される。また、ベトナムは2006年にUPOVに加盟し

たものの、PVP制度による植物品種育成者権登録の要件であるDUSテストについての経験

は浅く、そのうえ現場スタッフがDUSテストのことを系統的に学ぶ機会はほとんどなかっ

た。このため、ベトナムにおいて、DUSテスト技術向上に対するニーズは高く、本プロジ

ェクトがこのタイミングで実施されたことは極めて妥当であったと評価できる。 

 

（2）安全作物 

事業の採択時点と同様、本プロジェクトの妥当性は「高い」といえる。ベトナム側政策

及び日本側の援助方針において、当該セクター開発政策に大きな変更はなく、ターゲット

グループのニーズはじめ、プロジェクトのアプローチも適切であると判断される。また、

本プロジェクト目標である「安全作物生産に関する意識と生産技術が向上する」の妥当性

は維持されており、「安全作物」の推進・普及のためのベトナム関係者の能力強化の重要

性は高い。 

 

３－２－２ 有効性 

（1）植物品種保護 

以下の分析から、本コンポーネントの有効性は、「中～やや高い」程度と判断された。
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2010年7月のプロジェクト開始後、主にPDM「成果2」（DUSテスト能力の確立）を達成

するための活動が取り組まれてきたことから、現段階では「成果1」（審査手順の改善）、「成

果3」（PVP制度の啓発）に対する取り組みは遅れ気味である。しかし、各成果達成に向け

た活動計画は既にある程度作成されていることから、プロジェクト目標（PVP審査能力の

向上）は、協力期間内（2013年12月まで）に達成できるものと予測される。 

一方、DUSテスト担当機関の、テスト植物栽培技術（特にコメやトウモロコシ等の主要

作物以外の作物）が未熟であることが、目標達成上の阻害要因となる危険性が今回の調査

で確認された。 

 

（2）安全作物 

現時点で、プロジェクト目標の達成見込みについて判断するのは時期尚早であるが、本

コンポーネントでは中程度の有効性が見込まれる。今後も引き続き、プロジェクト活動の

進捗（特に各省での農家支援の継続）と成果を検証していく必要がある。中間レビュー時

までの各成果の達成度は以下のとおり。 

    

1）成果 1：安全作物生産に関する意識 

プロジェクト活動を通じて、徐々に関係者（農家と普及担当者）の安全作物生産に係

る意識が改善しつつある。さらに、ごみ箱や洗い場の設置による産地環境の改善も利用

されはじめ、関係者が不適切な農産物生産による人体・環境汚染に対するリスク回避（軽

減）の重要性を認識しつつあることが確認できた。また、国内外での先進地訪問（スタ

ディツアー）は、改善による現場の変化を肌で感じられるため、参加者（農家及び普及

担当者）の意識を変え、モチベーションを上げるために非常に有効であったことが、調

査を通じて確認された。また一方、農家の意識改革にはかなりの時間を要するものであ

り、引き続き本成果に係る継続的なプロジェクト活動が必要である。 

    

2）成果 2：生産技術向上 

安全作物に係る生産記録、特に野菜生産記録を取る習慣が芽生えつつあること、更に

研修参加、その後の実践によって、安全作物生産普及担当者と農家の作物栽培技術の向

上がみられる。しかし、普及担当者から農家への技術移転能力については、改善の余地

がある。 

 

３－２－３ 効率性 

（1）植物品種保護 

以下の分析から、本コンポーネントの効率性は、「高い」と判断された。 

日・越双方からの投入（人材・機材・予算）について、大きな課題は専門家・C/Pから

は特に指摘されなかった。しかし、不可抗力（タイの洪水）によりトラクターの調達に予

定外の時間がかかったことや、建設支援した圃場施設のスペックが一部適切でなかったこ

とが報告されており、プロジェクト進捗に多少影響している可能性もあるものとみられ

た。 

オランダが、同様にPVP分野の制度・能力開発プログラムを実施していたことから、研
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修やセミナーを共同で開催することで他ドナーとの連携が進み、効率性を高める要因とし

て働いていた。一方、DUS担当スタッフの転勤や休職が相当な頻度で起きていることが、

プロジェクトの効率的な実施に影響を及ぼしていることが確認された。 

 

（2）安全作物 

本コンポーネントの効率性は中程度といえる。投入コストは、安全作物生産モデル実証

活動に関する経費（安全な野菜生産を実証するための生産資材や視聴覚機材供与）と、技

術者や農家への研修に関する経費が主であり、効率的に活用されている。一方、清浄な作

物の出荷モデルのために整備された洗い場については一部まだ活用が十分でない。 

 

３－２－４ インパクト 

（1）植物品種保護 

1）上位目標への貢献 

以下の分析から、本コンポーネントにより高いプラスのインパクトがもたらされるこ

とが期待できる。 

本プロジェクトのインパクトを予測するのは時期尚早であるものの、PVP制度を通し

た育成者権の保護は、品種改良に従事する事業者に対し適切な利益を保証することによ

り、作物品種改良の一層の進展に貢献することから、農業生産の向上、食料生産の安定

につながり、ベトナムの農業セクター、ひいては国民生活全般の改善に寄与する広範で

高いプラスのインパクトをもたらすことが期待される。 

    

2）プロジェクト実施による波及効果 

本プロジェクトが行っているDUSテスト研修やPVPセミナーには、政府機関からのみ

ならず、PVP制度の主要なステークホルダーである種子会社からの参加者も多数含まれ

ており、PVP制度の重要性に対する認識を高めるのに役立っていることが確認された。

また、PVP制度が強化され育成者権保護についての国際的な信頼性が高まることで、将

来、外資企業からの出願が増加し、農産物貿易の活性化に貢献することが期待される。

 

（2）安全作物 

1）上位目標への貢献 

現時点でプロジェクトのインパクトを予測することは時期尚早であるが、プロジェク

ト終了時には、中程度のインパクトが出ると見込まれる。安全作物生産の推進と普及を

核とした本プロジェクトの活動の進捗とその結果、「農産物の安全性の改善」という上

位目標の達成は論理的に可能である。特に、政府関連機関の安全作物担当者と農家とが、

安全作物に関する意識と生産技術が向上し、農家は基準に沿った生産を行って生産過程

を記録し、農薬の適正使用をはじめ安全な農産物作りが浸透すれば、上位目標である農

産物の安全性が徐々に改善され、質の高い農産物の生産が行われることが期待される。

    

2）プロジェクト実施による波及効果 

TOT研修会を通じて、プロジェクト担当者間の連携が強まり、パイロット省での効果
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的な研修実施の結果、パイロット省のみならず、セミ・パイロット省への波及効果もみ

られ、活動の相互連携が行われるようになった。また一連のフィールドでの活動の結果、

モデル農家は研修での成果をもとに、安全作物の栽培に取り組みつつあり、「基礎GAP」

という標準に沿って生産でき、またその生産プロセスも記帳活動によって徐々に明確化

されつつある。 

 

３－２－５ 自立発展性 

（1）植物品種保護 

1）組織・制度・財務面 

以下の分析から、本コンポーネントには高い自立発展性が期待できる。 

作物の品種改良は、ベトナムにおいても農業発展上、重要な役割を果たすため、品種

改良が進められる限り、将来にわたりPVP制度は維持・発展されていくものと予測され

る。PVP制度にかかわる「知的財産法（法律第50/2005号）」と「新品種保護法令88号（2010

年）」が制定されており、制度面での自立発展性に問題はない。 

PVP制度に関しては、PVPOが登録申請受付、審査を行い、NCPFT傘下のステーショ

ンで栽培試験が実施される体制となっていて、組織的には一応整っている。しかしなが

ら、現状ではPVPOに配置されているスタッフの数も少なく、権限も曖昧で弱いことか

ら、まだ組織的には脆弱な状況にある。また、DUSテストを実施するNCPFT傘下のステ

ーションの技術者の定着率が低いことも懸案事項のひとつである。したがって、本プロ

ジェクト後の自立発展性を高めるためには、今後、PVPO、NCPFTのDUSテスト実施運

営に必要な機能の強化などについての助言や働きかけを意識的に行っていく必要があ

る。 

    

2）技術面 

また、本プロジェクトを通して強化しているPVP制度に関する技術（DUSテストや審

査）は、既にMARDの行政システムの中に定着していることから、技術の自立発展性は

高いものとみられる。しかしながら、栽培経験の少ない野菜や花卉等の植物種類につい

ては、DUSテストの経験を重ねることとステーションごとのDUSテスト担当植物の栽培

条件等にかなった担当植物の再配置の検討等を行っていくことが、自立発展性を高める

うえで肝要である。また、DUSテストを実施するNCPFT傘下のステーションの技術者の

定着率が低いことは、技術面でも定着率が低くなる懸案事項であり、定着率の低さを補

う対策を行っていく必要性も高い。 

 

（2）安全作物 

本コンポーネントの自立発展性は次の3つの視点からまだ不透明であるといえる。 

    

1）組織・制度面 

利点（好ましい機会や望まれる期待）として、Viet GAP推進に係るベトナム政府の確

約、安全作物に係る政策と推進の両面を担うMARD農産物生産局が中核を担えること、

さらにベトナムの現状に応じた安全作物に係る法的制度の準備（GAP技術規定集ほか）
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が挙げられる一方、制約点（挑戦と脅威）として、より効果的な普及システムの必要を

はじめ、関係者間のリンケージの脆弱さ、販売促進活動について、農家グループでの経

験や技術の共有が薄いこと、流通機構の未整備など課題も多い。 

    

2）財務面 

安全作物推進に係る中央と各省/市で予算が活用可能ではあるが、現場レベルにおい

て、安全作物に係る予算や人材配置に係る配分が不十分である。 

    

3）技術面 

安全作物生産に係る技術向上（普及担当並びに農家両方）や啓発教材の活用（今後予

定されているプロジェクト活動が順調に行われれば、農民が使える技術冊子や教材を作

成、配布可能）とはいえ、記録簿を取るうえでの利点やインセンティブをいかに理解し、

記録簿を継続していくかについて農家の認識がまだ限定的である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因と問題点及び問題を惹起した要因 

（1）効果発現に貢献した要因 

1）植物品種保護 

・ 本プロジェクトの実施機関である NCPFTに、農作物の品種テスト（Value for Cultivation 

and Use：VCU）を実施する機関としての技術・経験が既に蓄積されていたこと。 

・ JICA の集団研修や農林水産省による品種保護制度の普及・啓発活動が実施されてい

たことから、ベトナムでは PVP制度運営の基盤が既にできつつあったこと。 

・ C/Pが専門家からの技術の習得に大変熱心であること 

    

2）安全作物 

・ プロジェクトで導入した「基礎 GAP」の有効性が証明されたこと。 

・ 実施プロセスで、省のイニシアティブと積極的な参画があったこと。 

 

（2）問題点及び問題を惹起した要因 

1）植物品種保護 

・ PVPを担当する部署では権限や職員数が少なく、まだ組織が脆弱であること。 

・ PVP担当職員、特に DUSテストの担当技術者の定着率が低いこと。 

・ DUSテスト実施機関に、コメやトウモロコシ以外の作物の栽培経験があまり蓄積され

ていないこと。 

    

2）安全作物 

・ 計画内容に関し、プロジェクト関係者間の責任や役割分担が不明確なこと。 

・ 流通市場の未整備と安全作物に対する消費者理解が低いこと。 
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３－４ 提 言 

（1）植物品種保護 

1）C/P機関や関係機関に係る課題について 

a）PVPOとNCPFTの連携強化 

PVPO内の仕事の分担整理が不十分であり、業務上非効率となるなどPVP運営の障害に

なっている面があると見受けられる。また、PVPOとNCPFT、NCPFT内部で品種の特 

性データがデジタルベースで共有されていない、栽培試験の実施が一元的に管理されて

いないなど、PVPOとNCPFT の連携が弱い面がみられる。 

    

b）現在の事務手続きと試験方法の分析実施 

制度運営及び栽培試験実施の現状レビューについて、早急に実施し、問題点の把握及

び改善策の提案を取りまとめることが望まれる。レビューにあたっては、PVPOだけで

なく広く関係者に聞き取り等を行い、調査することが肝要。 

12ある栽培試験実施機関には栽培試験を担当する植物種類が割り振られているが、審

査実施の経験、出願の動向を踏まえて、各植物種類の栽培適性に基づいた再配置の検討

が必要。 

    

c）必要かつ利用可能なデータシステムについての把握 

品種登録情報管理システムの構築については、PVPO、NCPFTの現状を十分確認した

うえで慎重に実施すべき。ベトナム側関係者は、システムが構築されれば、自動的にデ

ータ処理が進むと誤解しているとは思わないが、データ管理の重要性の認識、データ処

理の実施体制がベトナム側で確立されなければ、デンマーク国際開発庁（Danish 

International Development Agency：DANIDA）が支援したHPや品種特性管理ソフトと同

じ状況に陥る可能性は高い。 

    

d）DUSテスト担当者の人事上の配慮 

PVP担当職員の異動は避けられないことから、異動が発生しても技術が散逸しないた

めに、特性評価マニュアル、栽培マニュアルを出願された植物種類ごとに整備すること

が必要。ベトナム側には再度少なくともプロジェクト実施期間中の職員の異動につい

て、プロジェクトの投入の有効性確保、制度の安定的運営に資するような配慮を要請す

る。 

    

2）DUSテストにおける技術的課題について 

a）審査申請が頻繁にない作物の栽培技術改善 

稲、トウモロコシ以外の作物や野菜、花の園芸作物については、国立農産物肥料試験

評価センター（National Center for Plant and Fertilizer Testing：NCPFT）内で経験が不足し

ており、ベトナム内にある栽培技術を獲得する必要があり、プロジェクト（PJ）として

大学や試験研究機関の専門家の協力を得ながら、栽培マニュアルを作成することが必

要。 

上記の協力関係は、NCPFTの中で組織的な取り組みとして位置づけられ、PJ終了後実
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施されることが望ましい。 

    

b）国内での技術移転や、関係機関間でのマニュアルの作成・共有などの促進 

現在作成中の稲の特性評価マニュアルを完成させるとともに、花、野菜で1種類ずつ

特性評価マニュアルを作成する。PJ終了後それらマニュアル及び作成の経験を関係者間

で共有、普及することで最低限の持続性を担保することが望ましい。 

評価マニュアル作成技術についても、NCPFT内で共有、普及がされるように考慮する。

    

（2）安全作物 

1）Viet GAPの普及戦略についてフォローするとともに、普及戦略と整合性のあるプロジェ

クト活動に基づいたBasic GAPマニュアルを作成する。 

    

2）各地域の普及担当者が農家へ安全作物の指導を効果的に実施できるように、以下を提言。

① 普及担当者から農家への技術普及活動のモニタリングとそれに係るアドバイス 

② 安全な作物が栽培できているかを評価する評価表作成 

③ 農家が理解しやすい普及教材の開発、並びに現在の記帳様式の改善 

④ 他ドナーや政府関係者との情報共有の促進 

    

3）安全作物生産の意識向上において、農家が記帳活動にインセンティブを感じられるよ

う、以下の実施を提言する。 

① 記帳のインパクト評価（コスト・労働力の低下及び安全性の保証） 

② 安全作物の生産・販売に成功している農協へのスタディーツアーや農協間での意見交

換の実施 

③ 農家だけでなく、中間業者や消費者も含めた安全作物に係る意識向上のためのイベン

ト実施 

④ 現場レベルでの安全作物意識向上のための取り組み支援（ラベリング等） 

    

4）パイロット省とセミ・パイロット省への支援の方針について検討 

 

 



 

－1－ 

第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（1）派遣の経緯 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）において、農業は国の根幹を成す重

要産業であるが、人々の生活の向上や人口の増加等に伴い、農産物の需要は年々高まってお

り、作物栽培面積規模も拡大している。農産物生産の拡大に伴い、農薬や化学肥料等の使用

量も増大しており、農産物への残留や微生物による汚染などへの懸念から、農産物の安全性

の低さが問題となっている。ベトナム政府は、農産物の安全性確保は重要な課題であること

を認識しているものの、安全性の向上には、生産技術のみならず、加工、流通過程での取り

組みが必要となるほか、土壌、水、大気、農作物の検査体制の確立など幅広い対策が求めら

れることから、十分な成果を上げられていない状況である。 

一方、ベトナムは2006年に植物の新品種の保護に関する国際条約（International Convention 

for the Protection of New Varieties of Plants：UPOV、略称：UPOV条約）に加盟し、植物品種保

護（PVP）制度の運用と推進を行うことを公約している。公約内容には加盟後10年以内（2016

年まで）の全植物（500～600種類）の登録申請に対応可能な品種登録体制の構築も含まれて

いるが、現状では、予算、人材、資機材等の不足や品種登録システムが十分に機能していな

いことから、この達成は困難である。植物品種保護（PVP）制度の推進は、新品種の育成及び

導入を促進することで、多くの品種が生産、流通され、農家に裨益することが期待され、ベ

トナムにおける農産物の生産体制及び制度運営能力を向上するうえで、重要な位置づけにあ

る。 

かかる状況の下、わが国はベトナムと、2008年12月に日越経済連携協定（日越EPA）に署名

し、農林水産分野を含む経済上の互恵的協力を行うことで合意した。同協定に基づき、農産

物の生産体制及び制度運営能力の向上を図るため、ベトナムは、安全作物生産の分野におい

て先進事例を有し、アジアで初めてのUPOV加盟国でもあり、PVP制度に関する豊富な技術と

経験を有するわが国に、当該分野の技術移転・能力強化、普及に関する技術協力プロジェク

トの実施を要請した。 

本プロジェクトは、PVP分野（PVP制度の審査管理手順の改訂やDUSテスト方法の確立、意

識啓発を支援することによりPVP制度の審査能力の向上を図ることを目的としている）及び安

全作物分野（パイロット省において、政府機関安全作物担当者の農民に安全作物生産技術を

指導する能力の向上、政府機関安全作物担当者及び農民の安全作物に関する意識向上を支援

することにより、安全作物生産に関する普及活動の効果向上を図ることを目的としている）

の2つの協力分野から成る案件である。それぞれの分野でベトナム農業農村開発省農作物生産

局（MARD/DCP）を窓口として、PVP分野で農業農村開発省農作物生産局（MARD）及び同

局内植物品種保護事務所（PVPO）、国立農産物肥料試験評価センター（NCPFT）を、安全作

物分野で農業農村開発省農作物生産局（MARD/DCP）及びパイロット省農業農村開発局

（DARD）をカウンターパート（C/P）機関として、2010年7月より2013年12月までの3年半の

予定で実施されており、現在、3名の（長期）専門家（植物品種保護、安全作物、業務調整）

を派遣中である。 

今回の中間レビュー調査では、プロジェクトの中間点を経過したことから、ベトナム側C/P
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機関と合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残

り期間の課題及び今後の方向性を確認し、合同評価報告書に取りまとめ、先方の団員と合意

を行った。 

 

（2）派遣の目的 

本中間レビューは、プロジェクトの中間点を経過したことから、以下の3点の目的のため実

施する。 

① 技術協力の開始から現在までの実績と計画達成度を確認するとともに、評価5項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）に沿って日本側・ベトナム側双方で

総合的に評価する。 

② プロジェクト後半の活動計画について協議し、必要な助言を行い、必要に応じて計画

〔PDM、活動実施計画（Plan of Operations：PO）を含む〕の修正を行う。 

③ プロジェクト運営のために取るべき措置について協議し、結果を日本、ベトナム両国政

府及び関係当局に報告・提言する。 

 

１－２ 調査団員の構成と調査期間 

（1）調査団員の構成 

1）日本側 

担当業務 氏 名 所属・役職 

団長/安全作物 仲田 俊一 JICA農村開発部 参事役 

① 団内の意見調整を図り、調査団として最終的な判断を行う。 

② 他団員の協力を得つつ、ベトナム側関係機関との協議結果を踏まえ、先方評価団長と

ともにプロジェクトの総合評価を行い、必要な提言を行う。 

③ 調査団を代表して、評価結果について関係者と協議を行い、その結果を合同評価報告

書に取りまとめ、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に署名する。 

植物品種保護 山口 克己 
農林水産省食料産業局新事業創出課種苗審査室 総括審

査官 

① プロジェクト関係者へのインタビュー、質問結果の分析、成果品の確認を通じ、C/Pに

対する研修の実績・成果を確認するとともに、担当分野の観点からアウトプット、プ

ロジェクト目標の達成度を評価する。 

② 担当分野の観点から5項目評価に基づく評価・分析を行う。 

③ 他団員とともに、評価の結論、提言及び教訓の内容について検討する。 

④ 上記の結果に基づき、担当分野に係る「合同評価報告書（案）（英文）」を作成すると

ともに、合同評価報告会において担当分野に係る評価結果を報告する。 

⑤ 担当分野の調査結果を取りまとめ、同調査報告書（案）（和文）の作成に協力する。 

評価分析（1） 鈴木 篤志 A&Mコンサルタント有限会社 シニアコンサルタント

担当分野：植物品種保護分野に係る評価分析と評価取りまとめ 

① 既存の文献・報告書等をレビューし、プロジェクトの実績・実施プロセスを整理・分

析する。 

② PDMに基づき、プロジェクトの実績、実施プロセス及び評価5項目ごとの調査項目とデ
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ータ収集方法、調査方法等を検討し「評価グリッド（和文、英文）」（案）を作成する。

また、既存のデータ・情報と現地で入手・検証すべき情報を整理する。 

③ 評価グリッド（案）に基づき、ベトナム側実施機関関係者（関係省庁など）、専門家、

カウンターパート（C/P）等に対する質問票（案）（英文）を作成する。 

④ プロジェクト関係者（関係機関、専門家、C/P等）に対するヒアリング等を行い、プロ

ジェクト実績、活動プロセス等に関する情報、その他データの収集・整理を行う。 

⑤ 収集したデータを分析し、プロジェクト実績の貢献・阻害要因を抽出する。 

⑥ 文献調査及び収集した結果を総合的に判断し、他団員とともに評価5項目の観点から評

価を行い、プロジェクトの今後の方向性についても検討する。 

⑦ 担当分野に係る「合同評価報告書（案）（英文）」を作成し、取りまとめに協力する。

⑧ 協議議事録（M/M）（英文）の作成に協力する。 

⑨ 「評価調査結果要約表（和文・英文）」（案）を作成する。 

⑩ 担当分野の調査結果を取りまとめ、同調査報告書（案）（和文）の作成に協力する。 

評価分析（2） 松本 彰 A&Mコンサルタント有限会社 代表取締役 

担当分野：安全作物分野に係る評価分析 

評価分析（1）と同様の業務を担当分野について行う。 

協力企画 猪上 美代子 JICA農村開発部水田地帯第一課 職員 

① 評価全体の整理・分析を行ったうえで、相手国関係者と協議のうえ、合同評価報告書

に取りまとめる。 

② 調査及び協議を円滑に実施するため、各団員の業務を調整する。 

③ 評価結果について、他の団員と協力して合同調整委員会にて報告する。 

④ 帰国後、帰国報告会にて調査結果概要を報告するとともに、他の団員と協力して同調

査報告書を作成する。 

 

2）ベトナム側 

担当業務 氏 名 所属・役職 

団 長 Mr. Tran Kim Long Deputy Director General, ICD, MARD 

評価分析（1） Mr. Nguyen Anh Minh Head, Bilateral Relation Division, ICD 

評価分析（1） Dr. Ngyen Tri Ngoc Director, DCP 

安全作物 Dr. Ngyen Nhu Hai Head, Food Crop Division, DCP 

安全作物 Ms.Dao Ngoc Chinh Officer, Food Crop Division, DCP 

植物品種保護 Dr. Ngyen Thanh Minh Senior Officer, PVP Office, DCP 

植物品種保護 Ms.Do Mai Chi Officer, PVP Office, DCP 

安全作物 /植物品

種保護 

Ms.Doan Minh Duyen Officer, administrative office, DCP 

 

（2）調査期間（詳細は付属資料1のとおり） 

2012年5月7日（月）～24日（木） 

（5月7日～：評価分析コンサルタントによる先行調査、5月13日～：官団員調査） 
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１－３ 対象プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、ベトナムでの植物品種保護（Plant Variety Protection：PVP）制度に係る協力

と安全作物生産方式に関する普及システム改善に係る協力の2つの協力分野から構成されている。 

PVP分野においては、PVP制度の審査管理手順の改訂やDUSテスト方法の確立、意識啓発を支援

することにより、PVP制度の審査能力の向上を図ることを目的としている。 

一方、安全作物分野においては、パイロット省において、政府機関安全作物担当者の農民に安

全作物生産技術を指導する能力の向上、政府機関安全作物担当者及び農民の安全作物に関する意

識向上を支援することにより、安全作物生産に関する普及活動の効果向上を図ることを目的とし

ている。 
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第２章 中間レビュー調査の方法 
 

２－１ レビュー調査の視点と手法 

本中間レビュー調査は、「新JICA事業評価ガイドライン 第1版」（2010年6月）に沿って、JICA

プロジェクトのマネジメントツールとして用いられる「プロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）」に基づき、以下の手順で実施した。 

① プロジェクトの現状把握・検証（投入・実績・実施プロセスの確認） 

② その結果の評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点からの

レビュー 

③ 上記評価結果に基づく今後の活動に対する提言の取りまとめ 

 

２－２ 調査項目と方法 

２－２－１ 調査項目 

本レビューの主な調査項目は、以下のとおりであった。 

 

（1）プロジェクト実績の確認 

プロジェクトの投入実績、活動実績、アウトプット（成果）の現状、プロジェクト目標

の達成見込みを確認、検証した。 

 

（2）プロジェクト実施プロセスの確認 

プロジェクト実施プロセスを確認するために、プロジェクト活動を円滑にするために工

夫されたこと、モニタリングのための仕組みの有無、プロジェクト関係者（日本人専門家、

ベトナムC/P、プロジェクトチームメンバー、JICA事務所スタッフ等）間の連携状況などを

確認、検証した。 

 

（3）評価5項目の視点からの分析 

プロジェクトの実績と実施プロセスの確認・検証を通して収集した情報をもとに、評価5

項目の視点からプロジェクトを評価した。評価5項目の視点の概要は、以下に示したとおり

である。 

 

項 目 定 義 

妥当性 

プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、被援助国及び日本側

の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資

金であるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当

性・必要性」を問う視点。 

有効性 

プロジェクトの実施により本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされてい

るのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。プロジェクト目標は達成さ

れる見込みか、それはプロジェクトのアウトプットの結果もたらされる見込みか、

プロジェクト目標に至るまでの外部条件の影響はあるか、有効性を貢献・阻害す

る要因は何か等を分析する。 
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効率性 

主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されている

か（あるいは、されるか）を問う視点。プロジェクト目標の達成度はコスト（投

入）に見合うか、より低いコストで達成する代替手段はなかったか、プロジェク

トの実施プロセスの効率性を阻害・促進する要因は何か等を分析する。 

インパクト 

プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果（上

位目標の達成度を含む）をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を

含む。 

自立発展性 
援助が終了してもプロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは、持

続の見込みはあるか）を問う視点。 

 

２－２－２ 評価グリッドの作成と情報・データの収集 

上記の調査を実施するに先立ち、評価項目に沿った評価設問を設定した。それぞれの評価設

問に対して、必要な情報・データ、その情報源や収集方法について検討し、評価グリッド（付

属資料3、ANNEX 1-2）を作成した。本調査のための情報・データの収集は、作成した評価グリ

ッドに沿って実施した。 

具体的な情報・データの収集方法は、以下のとおり。 

 

（1）既存資料のレビューと分析 

プロジェクトに関する以下の資料をレビューし、分析に活用した。 

 

・ 「プロジェクト要請書」 

・ 「詳細計画策定調査報告書」（2010年7月） 

・ 「技術協力プロジェクト実施運営総括表（第1回・第2回・第3回）」（2011年3月・9月・

2012年3月） 

・ 「専門家業務完了報告書」（短期専門家） 

・ プロジェクト作成による中間評価資料：「実施プロセスに関するレポート（安全作物）」

「プロジェクト活動の概要2010.07～2012.01（PVP）」「PDMに設定された指標の達成状

況」「評価5項目による自己評価」「プロジェクト後半の活動について」（2011年3月） 

・ 「Reports on The 1st/2nd Joint Coordination Committee Meeting」（December 22, 2010; January 

5, 2012） 

・ 「Achievement of Annual Action Plan（2010/2011）」 

・ 「JICAベトナム事業実施計画（2011年度）」 

・ 「農業農村開発省（MARD）5カ年計画（2011-2015）」 

 

（2）プロジェクト関係者への質問票（アンケート）調査 

現地調査に先立ち、評価分析を担当する団員が、PVP及び安全作物それぞれの分野につい

て、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価5項目に関する質問票（英・越）を作成し、

事前にベトナム側プロジェクト関係者（C/P）に配布した。 

 

（3）プロジェクト関係者に対するインタビューの実施 

現地調査中は、可能な限り関係者（ベトナム側C/P、日本人専門家、協力隊員）並びに受
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益者（安全作物の場合、農協長はじめモデル農家にもインタビューを実施）や関連ドナー

にも面会し、質問票から得られない情報の補完的な収集に努めた。 

 

（4）プロジェクト合同調整委員会（JCC）での調査結果の共有 

調査結果は、合同レビューチームで内容を検討、合意したのち、本レビュー調査最終日

に開催されたJCCの第3回会合にて、共有した。 

 

２－２－３ レビューに用いたPDM 

本プロジェクトの基本計画を示すPDMについては、プロジェクト開始後にR/D署名時に作成し

たオリジナルバージョン（Ver. 1）から、プロジェクト関係者らによって適宜見直しが行われた。

この結果、プロジェクトの枠組みにかかわる大きな変更はなかったものの、プロジェクト目標

や成果（アウトプット）の達成状況をみるための指標の設定を中心に手直しが行われたので、

このPDMをVer. 2（附属資料3、ANNEX1-3）とした。本レビュー調査では、便宜上、Ver. 2に基

づき実施した。 

さらにPDM Ver. 2は本レビュー調査中に再検討され、最終日のJCC会議にてVer. 3〔付属資料3、

ANNEX2-4（PVP）、ANNEX3-8（安全作物）〕として合意された。 

 

２－３ 調査の制約・限界 

本中間レビューでは、可能な限り客観的かつ包括的な情報・データの入手に努めたが、限られ

た時間内での調査と分析のため、以下に示すような制約があった。 

    

① 本件プロジェクトに直接関係するベトナム側スタッフ（C/P）は、PVP分野26名（うち10名

がマネジメントレベル）、安全作物分野16名（うち10名がマネジメントレベル）と合計42名

に上るが、不在や時間の制約もあり、すべてのスタッフとの直接面談はできなかった。ま

た、事前に依頼したC/Pへの質問票に対しても、一部のスタッフからの回答にとどまったた

め、得られた情報には限界があったこと。 

② 大半の面談者とは、通訳（ベトナム語・日本語あるいは英語）を通してのコミュニケーシ

ョンが基本であり、短い時間でのインタビューから得られる情報は常に限られていたこと、

また、通訳の過程で生じるミスコミュニケーションから、誤った情報を得ていた可能性が

あったこと。 

③ 投入や活動の適性度といった価値判断については、アンケートの方法に工夫を加えるなど、

できる限り定量的、客観的な分析になるよう努力をしたが、質・量的なデータが入手でき

ないケースも多々あった。そのような場合には、関連資料やアンケート、面談者の証言を

レビューチームが可能な限り客観的な視点から検証し、定性的な情報として調査結果に含

めた。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本政府からの投入実績 

（1）日本人専門家・青年海外協力隊（JOCV）ボランティアの派遣実績 

区分 名 前 指導分野 任 期 

長 期 

1 沼田 光夫 安全野菜生産 2010年7月1日～ 

2 水野 忠雄 植物品種保護 2010年7月8日～ 

3 内田 恭男 業務調整 2010年9月1日～ 

短 期 

1 前田 秀樹 植物品種保護1 2011年3月28日～4月1日 

2 狩野 勝也 植物品種保護2 2011年3月28日～4月1日 

3 田中 孝一郎 植物品種保護3 2011年8月22日～26日 

4 堀口 一成 植物品種保護4 2011年8月22日～26日 

5 濱 周吾 有機栽培 2011年、2012年約3週間 

6 石井 裕一郎 植物品種保護5 2011年11月28日～12月2日 

7 柏木 隆作 植物品種保護6 2011年11月28日～12月2日 

JOCV 1 飯田 真弘 安全野菜生産 2010年8月1日～2012年6月20日 

 

（2）本邦・第三国研修の実施 

研修コース名 場 所 実施期間 参加者 

1 

 

PVP制度・DUSテスト 

（ハイレベル・オフィサー対象）
日本 2011年1月11～21日 7名 

2 品種特性調査法 タイ 2011年3月2～11日 10名 

3 安全野菜生産 日本 2011年10月10～20日 10名 

4 安全野菜生産 タイ 2011年11月27日～12月1日 10名 

 

（3）機材供与の実績 

年度 
活動 

分野 
機 材 

価 格 

設置場所 
USD 

VND

（1,000）

2010 全般 

事務機材（PC、ソフトウェア、

プリンタ、通信、コピー機、机、

椅子等） 

22,440 61,454.0 プロジェクト・オフィス

2011 

全般 

業務車輌（4WD）（2台） 70,960 - プロジェクト・オフィス

事務機材（プロジェクタ、会議

室プレゼン用機材、PC等） 
968 73,618.0 プロジェクト・オフィス

PVP 

事務機材（PC、ソフトウェア、

ハードディスク、スキャナ、カ

ラープリンタ、スイッチ等） 

- 178,608.0
NCFPT本部、ヴァン・ラ

ム、トゥ・リエム、 

DUSテスト用機材（デジタルカ

メラ、三脚、カラーチャート、

ノギス等） 

- 158,739.0

NCFPT本部、ヴァン・ラ

ム、トゥ・リエム、クア

ン・グアイ、ヴン・タウ

圃場機材（農薬噴霧器、トラク

ターカート、グラスカッター）
- 100,143.4

ヴァン・ラム、クアン・

グアイ 
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種子貯蔵施設 60,000 -
ヴァン・ラム、トゥ・リ

エム 

トラクター 33,000 -
ヴァン・ラム、トゥ・リ

エム、ヴン・タウ 

安全 

作物 

事務・フィールド機材（PC、ソ

フトウェア、プリンタ、プロジ

ェクタ、デジタルカメラ等） 

- 424,166.4

フンエン、ハナム、ホア

ンビン、タイビン、ハイ

フォン省 

野菜加工施設 - 840,723.0
フンエン、ハナム省、ク

アンニン省 

井戸 - 20,000.0 クアンニン省 

合 計 186,400 1,857,451.8  

 

（4）現地活動費 

分 類 項 目 
支出実績（USD） 

2010年度 2011年度 

植物品種保護 

専門家スタッフ出張旅費（航空賃） 1,576.73 8,444.55

専門家スタッフ出張旅費（その他） 2,377.17 17,513.39

C/P国内研修旅費（航空賃） 778.75 4,894.47

C/P国内研修旅費（その他） 1,178.03 1,848.92

C/P第三国研修旅費（航空賃） 0 4,211.87

C/P第三国研修旅費（その他） 0 6,556.98

（小 計） 5,910.68 43,470.18

安全作物 

専門家スタッフ出張旅費（航空賃） 716.93 6,102.39

専門家スタッフ出張旅費（その他） 2,245.90 13,511.03

C/P国内研修旅費（航空賃） 0 0

C/P国内研修旅費（その他） 0 6,436.45

C/P第三国研修旅費（航空賃） 0 6,872.76

C/P第三国研修旅費（その他） 0 3,898.56

謝金・報酬 0 3,930.16

ローカルコンサルタント契約 9,215.33 0

工事費 0 1,983.73

野菜生産資材（種子・化学肥料・農薬） 28,540.16 

（小 計） 28,540.16 42,735.08

合 計 34,450.84 86,205.26

 

３－１－２ ベトナム政府からの投入実績 

（1）C/Pの配置 

1）PVP分野 

a）マネジメント 

名 前 所属機関・職位 
プロジェクトでの

役割・任期 

1 Dr. Ngyen Tri Ngoc Director, Department of Crop, MARD 
Project Director

（2010/07-） 
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2 Dr. Ngyen Thanh Minh Senior Officer, PVP Office 
Project Manager

（2010/07-） 

3 Ms. Do Mai Chi Officer, PVP Office Member（2010/07-）

4 Mr. Dinh The Vu Officer, PVP Office ditto 

5 Mr. Ha Quang Dung Director, NCPFT ditto 

6 Mr. Nguyen Quoc Ly Director, NCPFT HCMC Head Office ditto 

7 Mr. Tran Van Manh Director, NCPFT Quang Ngai Head Office ditto 

8 Mr. Nguyen Hoai Nam Director, NCPFT Tu Liem Station ditto 

9 Ms. Le Thi Tuyet Nga Director of NCPFT HCMC Vung Tau Station ditto 

10 Mr. Mai The Tuan 
Deputy Director, NCPFT HCMC Van Lam 

Station 
ditto 

 

b）DUSテスト担当 

サイト・機関 人 数 

NCPFT本部品種評価・圃場監督課 3 

NCPFT本部ヴァン・ラム試験場 5 

NCPFT本部トゥ・リエム試験場 5 

NCPFT南部事務所 1 

NCPFT南部ヴン・タウ試験場 2 

合 計 16 

（詳細なC/Pリストは付属資料3「合同中間評価報告書（英文）」のANNEX 1-4に添付） 

 

2）安全作物分野 

a）マネジメント 

名 前 所属機関・職位 
プロジェクトでの

役割・任期 

1 Dr. Nguyen Tri Ngoc Director, DCP, MARD 
Project Director

（2010/07-） 

2 Dr. Nguyen Nhu Hai Head, Food Crop Division, DCP 
Project Manager

（2010/07-） 

3 Ms. Dao Ngoc Chinh Officer, Food Crop Division, DCP Member（2010/07-）

4 Ms. Nguyen Thi Vang Deputy Director, Ha Nam DARD ditto（2010/05-） 

5 Ms. Doan Thi Chai Deputy Director, Hung Yen DARD ditto（2012/02-） 

6 Mr. Ho Ngoc Hoai 
Head, Economic Division, Ha Long People's 

Committee 
ditto（2011/07-） 

7 Ms. Pham Thi Mit 
Head, Crop Production Division, Quang Ninh 

DARD 
ditto 

8 Mr. Nguyen Hong Yen 
Deputy Director, Department of Plant 

Protection, Hoa Binh 
ditto 

9 Mr. Duong Duc Tung Deputy Director, Hai Phong DARD ditto 

10 Mr. Tran Xuan Dinh Deputy Director, Thai Binh DARD ditto 
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b）フィールド・オフィサー 

サイト 人数 

フンエン省 1 

ハナム省 1 

クアンニン省 1 

ホアビン省 1 

タイビン省 1 

ハイフォン省 1 

合 計 6 

（詳細なC/Pリストは付属資料3のANNEX 1-4に添付） 

 

（2）プロジェクト関連の活動費 

分 類 項 目 
2011年度（1,000VND） 

予 算 実 績 

一般・管理 

オフィス借り上げ料 120,000 120,000 

機材（PC） 38,000 - 

日当 60,000 60,000 

光熱費など 51,000 31,000 

車両維持 52,000 - 

植物品種保護 

DUS実施機関現状調査 6,350 6,350 

DUS強化研修開催費 150,110 137,331 

ワークショップ開催費 55,100 - 

コメDUSのための土壌改良 400,000 400,000 

安全作物 

TOT研修開催費 21,600
 

67,987 
農民研修開催費 28,350

ワークショップ開催費 18,000

合計（1,000VND） 

（1USD＝20,000VDNで換算） 

1,000,510

（50,025USD）

822,668 

（41,133USD） 

 

３－２ 活動の実施状況 

プロジェクト開始後、PDM及びPOに沿って、活動が行われてきた。中間レビュー調査時点にお

けるそれぞれの分野での活動の進捗状況は、表3-1、表3-2に示したとおりである。これまでの活動

の概要と今後の予定については、付属資料4にまとめた。 
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表３－１ PVP分野の活動の進捗状況 

成 果 活 動 
活動の進捗レベル 

0% 50% 100% 

1. 品種登録能力向上支援 
1-1. PVPOにおける審査手続きの現状

をレビューする。 
   

（出願された品種に対する審査手続きが

改善される） 1-2. 審査手続きの提案を行う    

 2-1. DUSテストの現状をレビューする。    

2. DUSテスト能力向上支援 
 

（出願された品種のDUSテストの試験機
関において、DUSテスト方法が確立され
る） 

2-2. TGを改訂・作成する。   

2-3. DUSテストの実施を支援する。  

 2-4. DUSテストの短期集中研修を実施
する。 

   

3. 意識啓発支援 
 

（育種に携わる育種関係者、種苗会社、

普及員のPVPについての意識が向上す
る） 

3-1. 育種関係者、種苗会社、普及員向
けのセミナーやワークショップを実

施する。 

  

3-2. 育種関係者、種苗会社、普及員向
けにパンフレットを作成する。 

  

 

 

表３－２ 安全作物分野の活動の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

0% 100%

1-1. PVPOにおける審査手続きの現状を
レビューする。

1-2. 審査手続きの提案を行う

2-1. DUSテストの現状がレビューする。

2-2. TGを改訂・作成する。

2-3. DUSテストの実施を支援する。

2-4. DUSテストの短期集中研修を実施す
る。

3-1. 育種関係者、種苗会社、普及員向け
のセミナーやワークショップを実施する。

3-2. 育種関係者、種苗会社、普及員向け
にパンフレットを作成する。

成果 活動
活動の進捗レベル

50%

1. 品種登録能力向上支援

(出願された品種に対する審査手続きが
改善される)

2. DUSテスト能力向上支援

（出願された品種のDUSテストの試験機
関において、DUSテスト方法が確立され
る）

3. 意識啓発支援

（育種関係者、種苗会社、普及員のPVP
についての意識が向上する）

2-1. DUSテストの現状をレビューする。

0%

1-1. パイロット省の選定

1-2. パイロット省における安全作物生産
に関する普及システムの現状把握と課題
の特定

1-3. 安全作物生産にかかる参加型の普
及活動の実施

1-4. 農民の安全作物生産支援のための
指針の策定

2-1. 過去の啓発活動をレヴューし、グッド
プラクティスや教訓を分析

2-2. 安全作物担当者と農民の安全作物
に関する意識を高める活動の実施

2-3. 安全作物生産に関する意識啓発活
動の指針の策定

（資料：プロジェクト作成）

活動の進捗レベル

50% 100%

1. 安全作物生産の能力向上

（パイロット省において政府機関安全作物
担当者の農民に安全作物生産技術を指
導する能力が向上する）

2. 意識の啓発

（政府機関安全作物担当者及び農民の安
全作物に関する意識が向上する）

成果 活動

（資料：プロジェクト作成） 
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３－３ 成果（アウトプット）及びプロジェクト目標の達成度 

３－３－１ 植物品種保護（PVP）分野における成果の達成状況 

（1）成果1の達成状況と見込み 

成果1 出願された品種に対する審査手続きが改善される。 

指標（PDM Ver. 2） 達成状況・見込み 

1-1 品種登録のためのフ

ァイリングシステム

が確立され、データが

PVPO、ナショナルセ

ンター、その他の関連

機関と共有される。 

・ 本レビュー実施時点では、出願・登録品種に対する審査手

続きの実態把握、出願登録件数及び出願品種データの記録

方法の確認にとどまっている。 

・ 2006年以降の品種保護登録への申請と登録内容（作物種類

別品種数、申請者の分類など）の基礎データは、PVPOの担

当者のPCで表計算ソフトを使って蓄積されているが、生デ

ータの入力にとどまっているため、情報の検索が容易には

行えない状態にある。 

＜全般的な達成状況と見込み＞ 

・ PVPOのC/P及び専門家が、品種登録能力向上をめざし登録・審査にかかわる業務改

善の検討を行うこととなっていたが、DUSテスト方法確立のための活動（成果2）を

優先させたため、成果1については現段階では限定的な達成レベルにとどまっている。 

・ しかしながら、プロジェクトは、登録・審査手続き上の課題を特定し、コンピュー

タ・ベースのデータファイリングシステム（データベース）を構築するための検討

作業や機材調達を開始している。 

・ 現バージョンPDMに設定されている成果1の指標は、活動の言い換えとなっていて、

指標として適切でないことから、レビュー調査団より下記のとおり改訂することを

提案した。 

 

1-1 改善された審査手続きにより、PVP登録データがPVPOで一元的に管理される。 

1-2 PVPO、NCPFT、DUS実施機関の間で、PVP登録データが共有される。 

1-3 PVP登録データの検索が現状より迅速にできるようになる。 

 

・ 現在検討されている新ファイリングシステムが計画どおり導入され、PVP登録とDUS

テスト担当C/Pがその操作を習熟できるようになることで、新たに提案された3つの

指標は達成でき、プロジェクト終了までに「出願された品種に対する審査手続きの

改善」（成果1）は一定レベルで実現されるものと予測される。  

 

（2）成果2の達成状況と見込み 

成果2 出願された品種のDUSテストの試験機関において、DUSテスト方法が確立される。

指標（PDM Ver. 2） 達成状況・見込み 

2-1 5～ 6の TGが改訂さ

れ、2～3の新しいTG

が作成される。 

・ 稲について、過去の特性調査データをもとに60品種を栽培

試験し、標準品種として適切な品種を選定する技術（稲全

生育期間にわたる各形質の調査方法、判定方法）の指導と

ともに、既存TGの見直しが進められた。 
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  ・ また、調査方法を詳細に記録する調査方法のマニュアル（暫

定版）が作成された。マニュアルは、更に更新する必要が

あるが、実施担当者によってテストの方法がぶれないよう

にするための指針として役立つ。 

・ 稲と同様に、トウモロコシ、キクの標準品種選定作業が現

在進められていて、このあと、既存TGの見直しも行われる

予定である。 

・ 新たな作物として、ドラゴンフルーツ、ロンガンが選定さ

れ、DUSテストに必要な形質の選定、標準品種の選定など

の技術指導が実施されるとともに、TG作成の手順が示され

た。 

・ 現在保護対象となっている植物とTGの作成状況を付属資料

5にまとめた。 

・ 以上の進捗から判断し、本成果指標は協力期間内に達成さ

れることが見込まれる。 

 

2-2 4～6回の研修がそれ

ぞれの関連機関で実

施される。 

・ DUSテスト強化のための国内技術研修が、2010年に4回、2011

年にはオランダとの共催で3回実施された。概要は、表3-3

のとおり。 

 

表３－３ DUSテスト強化のための国内技術研修の概要 

回 期間 実施場所 参加人数

1 2010.9.20～24 
NCPFTヴァン・ラムSt. 

（ハノイ） 
18 

2 2010.10.11～15 
NCPFTヴァン・ラムSt. 

（ハノイ） 
23 

3 2010.11.15～19 
NCPFTトゥ・リエムSt. 

（ハノイ） 
24 

4 2010.12.12～17 
NCPFTトゥ・リエムSt. 

（ハノイ） 
10 

5 2011.3.28～4.1 
NCPFTヴァン・ラムSt. 

（ハノイ） 
19 

6 2011.8.22～26 
NCPFTバ・リア－ヴン・タ

ウSt.（HCMC） 
20 

7 2011.11.28～12.12
NCPFTトゥ・リエムSt. 

（ハノイ） 
25 

合 計 139 

 

・ このほか、2011年8月に、PVP制度の理解を促進するために、

ハイレベルC/Pを対象とした本邦研修が、また2011年7月に

品種特性調査法の技術研修がタイで実施された。 

・ プロジェクト後半で、DUSテスト強化のため現場での技術

指導が継続されるほか、本邦研修、韓国での第三国研修も

それぞれ実施されることになっている。 
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  ・ 本レビューに用いた現行PDM（Ver. 2）では、DUSテストを

実施する予定のそれぞれの機関（サイト）で4～6回の研修

が実施されることが指標として設定されているが、NCPFT

以外の研究機関なども含めると全部で12サイトもあり、3.5

年間でとうてい達成できる数値目標ではない。プロジェク

トによる現状調査によれば、NCPFT以外の機関でテストが

実際に行われることは稀で、そうした機関で何らかの研修

が行われるということ自体、現実的ではないし、意味をな

さない。よって、この指標は「NCPFT傘下のDUSテスト実

施機関」と限定することが適切と考えられ、今回指標の見

直しを提案した。 

・ 現在の活動の進捗から、新たな指標の目標は達成される見

込みである。 

2-3 70～80％以上の研修

参加者が、DUSテスト

を理解する。 

・ 上述のとおり、過去7回のDUSテスト研修が実施され、延べ

139名がそのうちの1つか、それ以上の研修に参加した。こ

れらの参加者が研修の内容をどの程度理解したのかを正確

に測定することを想定するのは現実的ではない。したがっ

て、設定されている指標の達成度を客観的に判断するのは

難しいが、プロジェクトでは研修ごとに参加者に簡単な理

解テストを実施しており、その結果が集計されていること

から、その数値から理解度の推移を推察することは可能で

ある。 

・ 2010年に実施された4回の研修については、個別のデータが

集計されておらず、詳細な情報を示すことができないが、

プロジェクトの報告書によれば、平均で30％程度の理解度

の上昇があったとされている。一方、2011年に実施された3

回の研修での理解度の推移は、表3-4に示すとおりであった。

 

表３－４ 研修理解度の推移 

実施日 

（2011） 
参加者数 

理解度スコアの変化 

（100点満点） 

研修前 研修後 

3.28～4.1 19 48 72 

8.22～26 20 57 58 

11.28～12.12 25 64 77 

 

・ これによれば、8月の研修のようにほとんど変化が認められ

なかったときもあったものの、それぞれいくらかの上昇は

確認できる。 

・ 厳密にいえば、「参加者の7～8割がDUSテストを理解した」

かどうか、ここからは分からないが、研修を通して理解が

進んだということは察することができる。 

＜全般的な達成状況と見込み＞ 

プロジェクト開始後、多くの時間が成果2を達成するための活動に費やされた。成果2

は、本プロジェクトの最も重要なコンポーネントであることから、それはある程度正当
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化される。上述のごとく、当初計画で設定されていた指標は適切でないか、客観的な測

定が困難であったが、これまでの活動の成果から、成果2は協力期間内に満足のいくレ

ベルで達成されるものと推察される。現地調査で行ったC/Pへのインタビューやアンケ

ートの結果は、ぞうした推察を裏づけるものであった。 

 

（3）成果3の達成状況と見込み 

成果3 育種に携わる育種関係者、種苗会社、普及員の植物品種保護についての意識が向上

する。 

指標（PDM Ver. 2） 達成状況・見込み 

3-1 育種関係者、種苗会

社、普及員向けのパ

ンフレットが作成

される。 

・ 中間レビューの時点で、パンフレットの作成は完了してお

らず、この指標は未達成である。 

・ パンフレットを作成するための情報収集などは始まってお

り、2012年中には完成される予定である。 

 

3-2 セミナー、ワークシ

ョップ実施の結果、

80％以上の参加者

が植物品種保護を

理解する。 

・ オランダのPVPプログラムとの共催により、2012年3月にハ

ノイとカントー市で2回、公開セミナーが開催された。参加

者は、NCPFTスタッフ、種子会社、研究機関、普及関係者

など、それぞれ80名、50名であった。 

・ 上記の研修同様、これらの参加者がどの程度セミナーの内

容を理解したのかを正確に把握することは困難であるが、

セミナー後に実施された簡単なアンケートの結果から、推

察することができる。 

 

表３－５ 理解度アンケートの結果 

理解度の回答 
回答者数 割合 

ハノイ カントー 合 計 ％ 

とても理解した 9 5 14 1.8 

まあまあ理解した 14 21 35 26.9 

少し理解した 11 6 17 13.1 

理解していない 0 0 0 0 

無回答 46 18 64 49.2 

合 計 80 50 130 100 

 

ここに示されるとおり、残念ながら、アンケートに回答し

ていない参加者が半分近くを占めていたが、回答した参加

者の大半が「とても理解した」あるいは「まあまあ理解し

た」と回答したことから、セミナーはPVP制度への理解を

深めるうえで、役立ったことが推察された。 

 

＜全般的な達成状況と見込み＞ 

プロジェクトは、2012年3月に実施したようなセミナーをこのあとも開催することを計

画している。また、PVPについて啓発を目的とし、普及関係者の現状調査を行うことも計

画されている。PVPに対する意識が向上すれば、究極的にはPVPへの申請件数が増加する
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ことにつながることが考えられる。しかし、申請件数の推移は、関係者の意識だけでな

く、さまざまな外部条件に左右されることなので、それを本プロジェクトの成果に対す

る指標とするには少し無理がある。このため、成果3は、現行PDMで設定されているよう

な指標で確認するしか適当な方法がない。いずれにしても、現在計画されているような

活動が続けられることで、関係者の制度への意識は徐々に向上していくことは予測され

る。 

 

３－３－２ 植物品種保護（PVP）分野プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みは、以下のとおりである。 

    

プロジェクト目標：新品種の育成及び導入を促進するための植物品種保護（PVP）制度に関す

る審査能力が向上する。 

指標（PDM Ver.2） 達成状況・見込み 

・ DUSの特性審査を実施

する審査官の能力が向

上し、審査の対象とで

きる植物の種類が増加

する。 

・ 表3-6は、過去8年間のべトナムにおける育成者権登録に申請

のあった件数と実際に登録された植物の種類・品種数の推移

を集計したものである。ここから、審査の対象となっている

植物の種類は、過去継続的に増加していることが分かる。 

 

表３－６ 育成者権申請・登録件数の推移 

年 
申請された 

品種数 

登録された 

品種数 

登録された 

植物種類数 

2004 

～2006
23 0 0 

2007 28 5 2 

2008 32 13 2 

2009 53 11 3 

2010 67 23 7 

2011 52 60 10 

合 計 255 112 - 

 

・ また、PVPオフィスのデータによれば、これまでに育成者権

が登録された112品種のうち、105件は栽培試験により審査が

行われた（残りは、現地調査か、審査結果の購入による）。よ

って、成果指標として設定されている「審査の対象とできる

植物の種類」は増加したことが示されている。 

・ しかしながら、この増加には、プロジェクト以外にも多くの

要因が関係していると考えられるので、どの程度プロジェク

トの結果としてこれらの数値が増加したのかという点の分析

は容易ではない。 

・ このような理由で、現行PDMに設定されている指標は、プロ

ジェクト目標の成果をみるための指標としては適切ではな

い。 

・ C/Pの70～80％がDUS

の特性審査を実施でき 

・ 上記「成果2」のところで分析したように、DUSテストの研修

が実施され、大半のC/Pスタッフは1回かそれ以上の研修に参
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る。 加した。それに加え、専門家が定期的にNCPFTステーション

を訪れ、圃場でテスト技術の研修を実施してきた。これらの

活動を通し、C/PのDUSテスト実施能力、特性審査能力は本プ

ロジェクトを通して相当改善されたことが推測される。現地

調査で行ったインタビュー結果からもそれは裏づけられる。

・ しかしながら、指標で設定されている「C/Pの70～80％がDUS

の特性審査を実施できる」という状態をどう客観的に証明す

るかという点については、プロジェクト開始前の基準も設定

されていないし、その方法も明記されていないので、達成レ

ベルを結論づけるのは困難である。 

 

＜全般的な達成状況と見込み＞ 

・以上のとおり、厳密な意味ではプロジェクト目標がどの程度達成されているのか、あるい

は達成されそうか、現行の指標から判断することは困難である。しかしながら、C/Pを初

めとするPVP制度関係者の「審査能力」は、これまでの活動を通して確実に向上している

ことから、プロジェクトは目標達成に向け、前進しているとみることができる。 

・このように、現行の指標はプロジェクト目標の達成度を測定するためには不適切と考えら

れるので、レビュー調査チームは、審査能力を可能な限り客観的に測定するひとつの方策

として、「合同中間レビュー報告書（英文）」のANNEX 2-2に示したような「審査能力チェ

ックシート」を専門家とプロジェクト・マネジャーが作成し、終了時評価調査時にC/Pス

タッフに対して実施してみることを提案した。 

 

３－３－３ 安全作物分野における成果の達成状況 

（1）成果1の達成状況と見込み 

成果1 パイロット省において、政府機関安全作物担当者の農民へ安全作物生産技術を指導す

る能力が向上する。 

指標（PDM Ver. 2） 達成状況・見込み 

1-1 農民への安全作物生

産に関する知識と技

術を修得した政府機

関安全作物担当者数

が増加する。 

 

・ ベースライン調査によると、安全作物生産に関する研修はじ

め、何らかの研修への受講経験がある技術者は43％（インタ

ビュー120名中52名。そのうち23％が安全作物生産に関する研

修、37％がIPM、農業普及33％受講経験ありとのこと）であ

り、残り50％以上はこれまでに知識を得るための研修会等の

受講機会等がなかったことが分かった。 

・ こうした状況の下、プロジェクトでは、TOT研修や海外研修、

先進地へのスタディツアーなどを通して、適正農業規範（農

業生産工程管理）（GAP）の基礎や総合防除（IPM）などの技

術について学ぶ機会を設けてきた。 

・ 今後は、より実践的な知識の習得をめざして研修会等を引き

続き開催していく予定であり、技術者の安全作物生産の知識

と技術の向上を通じて、農家や農協に正しく技術指導、支援

の役割を果たしていくことが見込まれる。 
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＜全般的な達成状況と見込み＞ 

上述のとおり、これまで技術者に対してTOT研修を3回行い（2011年6、7月及び11月、各

回30名参加）、このなかでGAPの知識の習得、実践法、IPMに関する知識、また技術の普

及のための普及活動法について研修を実施している。このTOT研修に続き、パイロット省

内の各モデル地区ではモデル農家を対象にTOT研修の受講者が講師となり、農家への研修

を行い、安全作物の生産に関する知識や技術の活動を行っており、徐々にではあるが知識

と技術の習得が向上しつつあることが、今回のレビュー調査を通じて確認された。 

なお、同活動を通して、TOT研修会並びに農家研修で配布する各研修教材や農家記録簿

が作成され、各パイロット省での普及活動に活用されている。 

これまでの普及活動の結果から今後のモデル活動の定着化のための課題を整理したう

えで、各地域の状況に密着した技術的な提言として農民の安全作物生産支援のための冊子

をはじめ、基礎GAPチェックリストや、農家記録を取るメリット（コスト削減や農薬、肥

料の適正使用、人体への影響など）をまとめた冊子を策定予定であり、本プロジェクトの

具体的な成果品となる予定である。 

（指標の改訂）今回の中間レビューで以下のとおり、より適切な表現に変更。 

1-1 農民へ安全作物生産指導する各パイロット省の安全作物担当者の技術向上レベル 

1-2 安全作物生産に係る知識と実践技術を得た各パイロット省の農民の技術向上レベル

 

（2）成果2の達成状況と見込み 

成果2 政府機関安全作物担当及び農民の安全作物に関する意識が向上する。 

指標（PDM Ver. 2） 達成状況・見込み 

2-1 安全作物生産の指導

に対する農民の満足

度が 80％以上にな

る。 

・ ベースライン調査によると、農家の58％しか安全作物に関

する技術者の指導に満足しておらず、また農家への訪問回

数が限られ（年間5回以下64％）1、農家に対する指導助言が

十分でないと考えられる。このことから、プロジェクトで

は、記録の指導やモニタリングなどを通して農家への訪問

回数を多くし、安全作物生産に関する指導を集中するモデ

ル活動を行っている。 

・ 今後も、モデル農家への指導を中心に普及活動を展開して

いく予定であり、技術者の安全作物生産に関する地域の農

家の満足度は向上し、目標数値の達成は十分見込まれる。 

 

＜全般的な達成状況と見込み＞ 

成果2の活動は、意識向上を目的としたものであるが、安全な農産物の拡大のためには、

農産物を生産する側の問題だけでなく、流通・仲介業者、消費者をはじめ、行政の関係者

や現場の技術者など関係者すべての意識の改善が必要である。このため、まずはプロジェ

クト前半、研修会等を通じて農家や作物生産にかかわる関係者の安全作物（特に作物生産）

に関する意識の向上を図ることをめざした活動を行ってきた。この結果、農家の関心や態

                                                        
1 一方、普及担当者の回答によると、農家の77％は安全作物に関する技術者の指導に満足しており、不満との回答は０。また農

家への訪問回数は年間10回以上53％と、農家からの回答と大きく乖離している。 
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度の変化など、徐々にプロジェクト活動に対する地域の意識も高まってきており、成果が

発現しはじめているといえる。 

これまでは、モデルサイトでの実践活動を本格的に実施しはじめたが、活動内容は知識

習得のための研修活動が多かったため、現場に対するきめ細かな活動が少ない状況であっ

たので、プロジェクト後半では現場を中心とした活動に力点を置きつつ、基礎GAPの定着、

記録の質の向上と経営改善への活用といった活動に広げる予定である。特に中央と現場と

の密接な連携を推進し、専門家とC/Pが一層現場に軸を置き、農家のニーズに応えられるよ

う、今後の活動を展開していくとしている。 

（指標の改訂）今回の中間レビューで以下のとおり、現行指標の代わりに新しく2つの現実

的な指標を設定した。 

2-1 プロジェクト終了時に、生産記録を取り続けるという意思をもつ農民数XXX 

2-2 「安全作物に係る交流会等」へのさまざまな関係機関からの参加数XXX 

 

３－３－４ 安全作物分野プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みは、以下の分析のとおりであった。 

    

プロジェクト目標：安全作物生産に関する普及活動の改善を通じ、農薬適正使用が広まる等の

普及活動の効果が向上する。 

指標（PDM Ver.2） 達成状況・見込み 

パイロットサイトにおい

て農薬使用基準に違反す

る農民の数が減少する。

（プロジェクト開始時の

指標） 

 

・ ベースライン調査によると、農薬使用にあたり使用が認められ

ている農薬の名前が分からないと答えた農家の割合が22％（一

方、全体の74％は知っていると回答）。また本人の判断で使用

する割合が52％（一方、49％はパッケージの注意書きに沿って

使用）であった。一方、説明に従って殺虫剤を使用していると

の回答は22％のみであった（一方、農家自身で判断しての使用

が27％、パッケージの注意書きに沿って散布している農家は

74％。複数回答あり）。なお、農薬の圃場廃棄は35％であった。

・ こうした状況を改善するため、プロジェクトでは記録の実践を

通して農薬の使用状況を確認して不適正な使用をチェックす

る指導を行うとともに、適正な農薬使用に関する分かり易い情

報の提供を行ってきている。その結果、プロジェクトでのモデ

ル農家の農薬使用基準違反は現在のところ全くない。 

・ さらにプロジェクト活動を通して、農家や農協が自覚し、基準

に沿った野菜生産を進めるとともに、農薬の適正散布や農薬の

不正な使用が減少できる可能性は高いと考えられ、同指標の達

成が見込まれる。 

 

＜全般的な達成見込み＞ 

上記説明のとおり、実際に技術者さらには農家への指導を開始したのは、まだ2年未満で

もあり、大半の活動が実施最中であるため、現段階でプロジェクト目標の達成度を判断する

ことは難しい。しかし、プロジェクトによるごみ箱の設置や研修を通じての啓発活動の結果、

これまで圃場の中や作業道路で目立った農薬の使用済み袋や空ビンなどの投棄が徐々に少
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なくなってきたことや、農薬使用の適切な時期を農家が自覚するなど、農薬の取り扱い状況

からも農家の意識の変化がみられはじめつつあり、モデル農家を中心に農薬の安全使用に対

する意識の変化がみられる。 

今回の現地調査中に実施されたC/Pや専門家さらにモデル農協や農家へのインタビューで示

された見解によれば、現在のペースで進めば、同目標は達成されるだろうということである。

なお、今回の中間レビューを通して、プロジェクトの現状や活動の方向性を確認したうえ

で、PDMを一部改訂し、指標も定めている。以下、新たな指標について、その状況を記し

ておく。 

＜新指標＞ 

1. 生産過程を記録する農

民の数XXX 

 

 

・ プロジェクト開始前の調査結果では、記録を実践している農家

の割合は極めて少なかった（1.1％）。 

・ 2011年から開始したパイロット省モデル農家による記録の実践

は、担当普及員などによる強力な指導の下、ほぼすべてのモデ

ル農家が記録の実践をしている。一方セミパイロット省はまだ

導入しておらず。 

・ なお、現時点では、記録された内容は作業の経過など生産の過

程を確認するにはほぼ十分な内容となっているものが多いも

のの、販売に関する記録などが欠落している、毎日、定期的な

記入を行っていないなど、記録の制度や、経営の改善に使用し

たり、消費者等への情報を提供するものとしては不足する部分

も多く、今後も引き続き、記録の方法などについて指導を継続

していく必要がある。今後は、モデル農家による自発的な記録

の実践を進め、記録の習慣の定着化を図るとともに、モデル農

家以外の記録の実践の普及拡大を図っていく予定であること

から、生産過程の記録の実践農家の割合や精度はプロジェクト

期間中、高くなっていくことが期待できる。またチェックリス

ト項目を用いて、プロジェクトで、「評価シート」を作成し、

各農家別の記録簿内容を随時モニターし、かつ指導を行っても

らい、プロジェクト終了時には最終的に記録の結果をまとめて

もらうことを想定。 

＜新指標＞ 

2. 基礎GAPの考えに基づ

き、基礎GAPの項目を

満たしている農家数

XXX 

・ 上記の栽培記録の導入は基礎GAPに基づくものであり、記録の

みならず、基礎GAP のチェックリストにある項目をクリアで

きるよう農家研修や普及担当者からの指導を通じて農家にそ

の利点を理解してもらうことを想定。 

・ そのため、農家にとって理解しやすい冊子や技術資料も作成

し、配布を今後、検討中。 

・ なお、安全作物生産の手段として、同国ではViet GAP（生産工

程管理法）を推進しているが、農家が一気にそのレベルに達す

るのは難しい状況にあり、いまだ認証件数も伸び悩んでいるこ

とから、農家の状況に応じたこの基礎GAP導入を図ることにな

った。 

＜新指標＞ 

3. 「安全作物生産地」認

証の交付を受けるプ

ロジェクト対象省の

対象地区が4つ以上 

・ プロジェクト開始後、モデル農家への普及活動を中心とした安

全野菜生産の活動が実践され、その他の条件も整ったことか

ら、パイロット省のうち、モデル3地区（ハーナム省、フンイ

エン省とクアンニン省の1地区：なお、クアンニン省のもう1

つの別地区は、現在申請手続き中）は、既に省から安全作物生
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産地域として認証され、安全作物を生産するための産地として

の体制が整いつつある。 

・ また、セミ・パイロット省も現在、省でモデル地区を選定し、

プロジェクト支援で水質・土壌検査を行う予定であり、今後地

域の認証を得られるよう働きかけていく予定である。 

 

＜記録の実践＞ 

記録を取ることの目的は、①何より安全な作物生産の確認（実践状況を明らかにする）、②

消費者等への情報提供（生産情報発信）、③並びにトレーサビリティーを確実にするためには

生産販売の記録を行うといったことであり、必須の作業である。また、生産に関する記録から

作業内容を点検することによって、④栽培の改善を図ることも可能となり、また、⑤資材の内

容を点検することで資材の無駄を省くなどの経費の効率化を図ることができること、さらに

は、⑥収穫・販売状況を明確にすることで、経営収支が明らかになり、経営改善を図るうえで

重要な材料となることなどから生産過程の記録を推進することは本プロジェクトの重要な活

動である。 

 

３－４ プロジェクトの実施体制とプロセス 

本プロジェクトの実施体制は、図3-1に示されたとおり。PVP分野の日本人専門家は、PVPオフ

ィス及びNCPFT所属のC/Pスタッフと、また安全作物分野の専門家は食用作物課（Food Crop 

Division：FCD）及びその他関係局〔作物保護局（Department of Plant Protection：DPP）、国立農漁

業普及センター（National Center for Agriculture and Fisheries Extension：NCAFE）〕所属のC/Pスタッ

フと協力し、活動を実施している。安全作物分野では、パイロット州のDARDや郡普及センターの

スタッフがインストラクターとして、また、コミューン普及員と農家が受益者としてプロジェク

ト活動に関係している。MARD本省に、それぞれプロジェクト・マネジメントユニット（PMU）

が設置され、活動の円滑な実施にあたっている。 

一方、MARDマネジメントクラスのオフィサー、日本大使館とJICAベトナム事務所代表者、プ

ロジェクト専門家、C/Pらが参加し、「合同調整委員会（JCC）」が年1回程度の頻度で開催され、プ

ロジェクト活動の進捗や課題について情報共有されている。本レビュー調査を通し、日本人専門

家とベトナムC/Pの間には良好な関係が築かれ、活動は順調に進んでいることが確認された。 
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図３－１ プロジェクト実施体制（PVP・安全作物分野） 
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Division

省レベル調整委員会

- DARD
- DCP
- JICA専門家
- 農民組合

アドバイザーグループ
-JICA関係者

- DCP
- 国立農漁普及センター

-DARD
-メディア

- 農民組合
- 植物保護局

- 研究機関/大学

郡普及
ステーション

②意識向上

関連プロジェクト
- CIDA
- ADB
-その他

コミューン
普及員

①普及活動

実施機関

協力機関
- DPP
- NCAFE

JICA
専門家・JOCV

普及員＆農民農民

JCC

PMU

プロジェクト実施体制図

PMU

DCP：MARDの農作物生産局

PVPO：DCPの植物品種保護オフィス

NCPFT：国立農産物肥料試験評価センター

セミナー、
ワークショップ等へ
の参加、情報共有

普及員からの
安全作物

生産技術の提供

意識向上のため
の活動の提供

PVP 安全作物
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第４章 評価5項目によるレビュー結果 
 

４－１ 植物品種保護分野 

４－１－１ 妥当性 

本プロジェクトの開始以降、ベトナム側の政策及び日本側の援助方針において、当該セクタ

ー開発政策の大きな変更はなく、本プロジェクトの妥当性は、事業が採択された時点と同様に

「高い」と判断される。 

本レビュー調査での妥当性にかかわる分析結果を、以下にまとめた。 

    

（1）ベトナム開発政策・制度との整合性 

・ ベトナムは、2006年にUPOV条約に加盟し、PVP制度の運用を行うことを公約した。加

盟当初の保護対象植物数は15種類であったが（現在69種類）、UPOV条約では加盟後10

年以内に全植物へ保護対象を拡大することが義務づけられている。しかしながら、ベ

トナムは、制度運用に必要な予算・人材・資機材が不足していることや審査体制・技

術が脆弱であること、また育種関係者への新品種に関する情報公開が不透明であるこ

となどの課題を抱えている。こうしたなか、PVP制度の強化に資する本プロジェクトは、

同国の重要開発課題の改善に資するものである。 

・ 「ベトナム社会経済開発5カ年計画（2011～2015年）」には、農業セクターにおける取

り組み課題として農産物生産性の向上や品質改善による国内消費食料の確保（フー

ド・セキュリティの向上）、輸出の増加を推進することが述べられている。また、「農

業・農村開発5カ年計画（2011～2015年）」では、「農業セクターの競争力強化と国際経

済への統合を進める」ことが重要な政策目標として掲げられている。そして、これら

の政策目標を実現する戦略として、高生産性、高品質の農産物新品種育成のための研

究開発に関する取り組みを進めることが述べられている。PVP制度強化による植物品種

育成者権の保護は、国内における作物の品種改良への投資を促進するのに役立つこと

から、本プロジェクトの政府開発政策との整合性は高いと判断される。 

・ ベトナム政府は、法的には「知的財産法（法律第50/2005号）」「新品種保護法令88号（2010

年）」を制定し、公益のための農産物の生産性と質の向上を目的とした育種と新品種の

開発を推進するたに、PVP制度の運用を行うことを公約している。 

 

（2）わが国援助政策との整合性 

・ PVP分野における支援は、わが国の「対ベトナム国別援助計画（平成21年7月）」の重点

分野及びJICAの「対ベトナム国別援助実施方針（2011年）」にも合致している。JICAの

国別援助実施方針においては、重点分野の開発課題「地方開発・生計向上」における

「農業技術普及・地方インフラ整備等プログラム」に位置づけられている。したがっ

て、本プロジェクトのわが国の援助政策との整合性は高いといえる。 

・ 一方、日越経済連携協定（EPA）の知的財産分野では、PVP制度の強化、関連手続きの

簡素化、運用の透明化等、PVP制度の拡充について貢献することが含まれているなど、

本プロジェクトは日越EPAに基づく協力のひとつとしても位置づけられている。 

 



 

－25－ 

（3）プロジェクトのアプローチ・デザイン・ニーズに対する妥当性 

・ ベトナムのPVP制度では、MARD傘下のNCPFTに、植物新品種の育成者権登録を行うう

えで不可欠な要件となるDUSテストを実施する業務が割り当てられている。DUSテス

トの結果は、MARD本省にあるPVPオフィスに提出され、申請された植物品種の育成者

権を審査･登録する仕組みとなっている。本プロジェクトでは、PVP制度を強化する目

的を達成するために、PVPオフィスとともに、DUSテストを実際に担当するNCPFTを主

要なC/P機関とし、そのスタッフの能力強化を図るよう活動が行われていることから、

事業目標に対してとられているアプローチ及びデザインは適切であると判断される。 

・ NCPFTステーションの業務は、PVP制度が導入されるまでは品種特性チェックのための

VCU審査が中心であったので、PVP制度による植物品種育成者権登録の要件であるDUS

テストについての経験は浅いにもかかわらず、現場スタッフがDUSテストのことを系

統的に学ぶ機会はほとんどなかった。このため、DUSテスト技術向上に対するニーズ

は高く、本プロジェクトがこのタイミングで実施されたことは極めて妥当であった。 

 

（4）わが国援助の比較優位性 

・ わが国は、1982年にアジアで初めての国としてUPOV条約に加盟して以来、PVP制度運

営に関して豊富な技術と経験を有していることから、当該分野に係る技術協力につい

ての比較優位性は明らかに高いといえる。 

 

４－１－２ 有効性 

以下の分析に基づき、本レビュー調査時点でのプロジェクトの有効性は「中程度～やや高い」

と判断した。 

    

（1）成果とプロジェクト目標のロジック、達成見込み 

・ 本プロジェクトでは、3.5年間の活動を通して3つのアウトプット（成果）を生み出すこ

とで、「植物品種保護（PVP）制度に関する審査能力の向上」という事業目標を実現す

ることが想定されている。3つのアウトプットとしては、「（PVPオフィスにおける）品

種登録審査手続きの改善」（成果1）、「DUSテストステーションにおけるDUSテスト能

力の向上」（成果2）、そして「育種関係者、普及員等への意識向上」（成果3）が設定さ

れているが、PVP制度運営強化・発展のためにいずれも不可欠な要素である。すなわち、

本制度を運営する者、利用する者の両者に対する本制度の技術面及び啓発をカバーし

ており、これらの成果が達成されることでプロジェクト目標が達成できる可能性が高

くなることが見込まれる。 

・ 第3章「3-3-1 植物品種保護（PVP）分野における成果の達成状況」で報告したとおり、

2010年7月のプロジェクト開始後、主に「成果2」（DUSテスト能力の確立）を達成する

ための活動が取り組まれてきたことから、現段階では「成果1」（審査手続きの改善）、

「成果3」（PVP制度の啓発）に対する取り組みは遅れ気味である。しかし、それぞれの

成果達成に向けた活動計画は既にある程度作成されていることから、プロジェクト目

標（PVP審査能力の向上）は、協力期間内（2013年12月まで）に満足のいくレベルでの

達成が可能になるものと予測される。 
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・ とりわけ、成果2にかかわる活動では、DUSテスト実施機関におけるテスト技術の確立

をめざし、そのひとつの取り組みとしてDUSテスト実施マニュアルの作成が支援され

ている。マニュアルは、DUSテストの栽培方法及び評価方法の詳細を解説するもので、

実施担当者によるぶれのない調査の指針となるものである。このように、DUSテスト

法を具体化し、公開することは、DUSテスト実施機関におけるDUSテストの信頼性を

高めることにもつながることも期待される。 

 

（2）本プロジェクト目標、成果の達成への促進要因・阻害要因 

・ 本プロジェクトのC/P機関であるNCPFTは、1980年代初頭に農作物の品種検査（VCUテ

スト）と種子の品質検査の実施を任務とする組織として発足された。DUSテストは、

2006年以降ベトナムがUPOV条約に加盟した以降に実施されるようになった比較的新

しい業務であるが、このような経緯から、NCPFTにはVCUテストを行う技術や経験に

ついては相当蓄積されていたといえる。VCUテストとDUSテストでは、目的や審査項

目が異っているものの、農作物の品種テストを実施する機関としての技術・経験が既

に蓄積されていたことが、DUSテストを実施するベースとなったという意味で、本プ

ロジェクトの目標達成に貢献する要因となっているものと考えられた。 

・ JICAは、日本の農林水産省からの協力を得ながら2000年より本年（2012年）まで毎年

（2001、2002年を除く）本邦集団研修を開催し、開発途上国におけるPVP制度について

の能力開発を支援してきた。また、農林水産省の主導の下2008年に日中韓とASEAN加

盟国で「東アジア植物品種保護フォーラム」が設置され、ASEAN地域における品種保

護制度の普及・啓発活動が実施されてきた。ベトナム関係者もこれらの研修や普及活

動に参加しており、本プロジェクトの実施に先立ちPVP制度運営の基盤がベトナム内に

できつつあったことが、本プロジェクトの成果発現に促進する要因となっていること

が推察された。 

・ DUSテストを担当するNCPFTのC/Pスタッフは、いずれのサイトでも専門家からの技術

の習得に大変熱心であり、こうした現場スタッフの前向きな姿勢が目標達成の貢献要

因となっている。NCPFTステーションでは、専門家の常駐を要望された。 

・ 日本人専門家とベトナムC/P（PVPオフィス・NCPFT）の間には、互いの信頼感に基づ

く良好な関係が出来上がっており、プロジェクトが成果・目標を計画どおり達成する

ための促進要因となっている。 

・ 一方、NCPFTステーションでは、ベトナムの主要作物であるコメやトウモロコシの栽

培技術は、これまでの業務を通して既に確立されているが、他の作物（特に野菜や花

卉、果物など）の栽培経験はあまり蓄積されていない。DUSテストが適切に実施され

るためには、登録申請のあった作物の栽培が適切に行われることが大前提となるが、

今のところ栽培経験の少ない作物では栽培そのものに失敗するケースもみられており、

これがプロジェクト目標の達成を阻害する要因となる危険性がある。プロジェクト発

足当初、プロジェクト対象植物としてコメ、トウモロコシ、ラッカセイ、キュウリ、

トマト、キクが想定されていたが、DUSテスト技術の確立にはこれら植物の栽培技術

への協力が不可欠な要素であることから、今後、可能な範囲で技術指導が行われる予

定である。 
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・ 成果がプロジェクト目標に結びつくための外部条件として、「1. C/Pが異動しない」こ

とと、「2. DUSテストに深刻な影響を与える自然災害が起こらない」ことが挙げられて

いた。1番目の条件に関して、NCPFT各ステーションでは、DUS担当スタッフの転勤、

休職や転職が相当な頻度で起きていることが報告されていることから、何らかの対策

がとられないと、事業目標達成に影響を及ぼすことが危惧される。一方、2番目の条件

については、これまでに大きな自然災害は起きておらず、影響はない。 

 

４－１－３ 効率性 

以下の分析から、これまでの投入に対する本プロジェクトの効率性は、「やや高い」と判断し

た。 

・ 事前アンケート及び現地訪問中のインタビューでは、日・越双方からの投入（人材・

機材・予算）について、大きな課題は専門家・C/Pからは特に指摘されなかったことか

ら、投入はおおむね適切に行われていると判断される。DUSテストが行われているサ

イト（パイロット3カ所）が地理的に離れた場所にあること、指導する技術内容が多岐

にわたっているにもかかわらず、PVP技術指導を担当する長期専門家の派遣は1名であ

ることから、プロジェクト活動の現場では限られた投入で成果を上げる努力がなされ

ている。 

・ しかし、不可抗力（タイの洪水）によりトラクターの調達に予定外の時間がかかった

ことや、建設支援した圃場施設（ネットハウス）のスペックが一部適切でなかったこ

とが報告されており、プロジェクト進捗に多少影響している可能性もあるものとみら

れた。 

・ オランダ大使館が、2012年3月まで本プロジェクト同様にPVP分野の制度・能力開発プ

ログラムを実施していたことから、研修やセミナーを共同で開催することで連携が進

み、効率性を高める要因となった。 

・ DUSテストでは、植物ごとに調査形質、調査時期、調査方法がそれぞれ異なるので、

これらの支援には、専門家がC/Pと緊密に連携をとりながら、栽培試験の現場で対応す

ることで効率的な技術移転が可能となっている。特に、昨年（2011年）行われたDUS

テスト研修では、日本、オランダの当該植物専門の審査官が指導にあたり、参加者に

強いインパクトを与えており、DUSテスト実施担当者の本業務に対する重要性の認識

の向上に貢献したと考えられる。 

・ 一方、上述のおり、NCPFTのDUS担当スタッフの転勤、休職や転職が相当な頻度で起

きていることが、プロジェクトの効率的な実施にマイナスの影響を及ぼしているもの

と推察される。 

 

４－１－４ インパクト 

本件プロジェクトのインパクトを予測するのは時期尚早であるものの、以下のとおり予測さ

れる。 

    

（1）上位目標への貢献 

・ 現代の農業生産システムにおいて、作物改良プログラムを通して生み出される改良品
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種が農業生産・生産性の向上にもたらす恩恵は、明白である。上記「妥当性」の項目

で述べたとおり、ベトナム政府も農業開発における品種改良事業が果たす役割の重要

性を十分認識していることから、新品種育成・研究に関する取り組みを重点的に進め

てきた（特にコメとトウモロコシ）。近年、急速な工業化が進むなかでも、ベトナムの

社会・経済活動において農業とその関連産業がいまだ重要な位置を占めている現状を

かんがみれば、政府の方針が近い将来急激に変わることは想定されない。こうしたな

か、PVP制度を通した育成者権の保護は、品種改良に従事する事業者に対し適切な利益

を保証することにより、作物品種改良の一層の進展に貢献することから、農業生産の

向上、食料生産の安定につながり、ベトナムの農業セクター、ひいては国民生活全般

の改善に寄与する広範なインパクトをもたらすことが期待される。 

・ ベトナムでは、2006年にPVP制度を導入して以来、徐々に育成者権登録の対象となって

いる植物種及び品種の数が増加してきているが、制度運営の歴史が浅いこともあり、

実施能力はまだ十分ではない。本プロジェクトを通した関係スタッフの審査能力向上

（特にDUSテスト実施能力）が、ベトナムにおけるPVP制度全般の強化に及ぼすインパ

クトには大きなものがあるものと考えられる。 

 

（2）波及効果の発現 

・ 農作物の保証種子を農家へ増殖・販売する種子会社は、ベトナム内に200社以上あり

（C/Pからの聞き取り情報）、これらの種子会社は商業的な流通ルートを通して農民へ

優良種子が行き渡るうえで、重要な役割を果たしている。大半が既に改良された保証

種子を増殖・販売する業務を行っているが、なかには自ら新品種の開発2や国外からの

輸入を行っている業者もあり、PVP制度の主要なステークホルダーとなっている。実際、

これまで育成者権登録を行っているなかでは種子会社が占めるシェアが高い（図4-1参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：PVPオフィス） 

図４－１ PVP申請者のカテゴリーと割合（図中の数値は件数及び割合） 

                                                        
2 種子会社からの聞き取りによれば、国内の育種機関（MARD研究所や大学）と契約を結び、作物新品種の開発を進めることも

多いとのことであった。その場合、育成者権は育種機関ではなく、対象品種の種子を増殖・販売する種子会社が保有すること

になる。 
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・ 今回のレビュー調査で訪れた種子会社大手2社の担当者からの聞き取りから、PVP制度

の重要性に対する認識が種子業界関係者の間で徐々に高まってきていることが確認さ

れた。本プロジェクトが行っているDUSテスト研修やPVPセミナーには、政府機関から

のみならず、こうした種子会社からの参加者も多数含まれており、PVP制度への理解を

高めるのに役立っていることが推察された。 

・ PVP制度が強化され育成者権保護についての国際的な信頼性が高まることで、外資企業

からの出願が増加し、農産物貿易の活性化に貢献することが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：PVPオフィス） 

図４－２ PVP登録件数総数・海外からの登録件数の推移 

 

なお、本件プロジェクト実施による負のインパクトは、これまでのところ特に観察されてい

ない。 

 

４－１－５ 自立発展性 

プロジェクト後の自立発展性についても、現時点で予測することは難しいが、今回の調査を

通して得られた情報から判断される自立発展性の見通しは以下のとおりである。 

    

（1）組織･制度・財務面 

・ ベトナムにおいても、作物の品種改良は、農業発展上、重要な役割を継続的に果たす

ことから、品種改良が進められる限り、将来にわたりPVP制度は維持・発展されていく

ものと予測される。 

・ ベトナムには、PVP制度にかかわる「知的財産法（法律第50/2005号）」と「新品種保護

法令88号（2010年）」が制定されており、制度面での自立発展性に問題はない。 

・ PVP制度に関しては、PVPOが登録申請受付、審査を行い、NCPFT傘下のステーション

で栽培試験が実施される体制となっていて、組織的には一応整っている。しかしなが

ら、現状ではPVPオフィスに配置されているスタッフの数も少なく、権限も曖昧で弱い

ことから、いまだ組織的には脆弱な状況にある。また、DUCテストを実施するNCPFT

ステーションの技術者の定着率が低いことも懸案事項のひとつである。したがって、

本プロジェクト後の自立発展性を高めるためには、今後、PVPオフィス、NCPFTのDUS
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テスト実施運営に必要な機能の強化などについての助言や働きかけを意識的に行って

いく必要がある。 

・ 植物新品種の育成者権保護申請を行うにあたっては、申請者が審査料・登録料をMARD

に対して支払うことが法律で決められている。今後、PVPへの関心が育種関係者の間で

高まることが大前提であるが、申請件数が増加することでこれらの収入が増加するこ

とが期待されるので、財務面での持続性は高まるものと見込まれる。 

 

（2）技術面 

・ 本件プロジェクトを通して強化しているPVP制度に関する技術（DUSテストや審査）は、

既にMARDの行政システム（PVPオフィスとNCPFT）のなかに定着していることから、

全般的に技術の自立発展性は高いものとみられる。 

・ しかしながら、栽培経験の少ない野菜や花卉などの植物種類については、DUSテスト

の経験を重ねることとステーションごとのDUSテスト担当植物の栽培条件等にかなっ

た担当植物の再配置の検討等を行っていくことが、自立発展性を高めるうえで肝要で

ある。 

・ また、DUSテストを実施するNCPFTステーションの技術者の定着率が低いことは、技

術面でも定着率が低くなる懸案事項であり、定着率の低さを補う対策を行っていく必

要性も高い。 

 

４－２ 安全作物分野 

４－２－１ 妥当性 

以下の分析のとおり、事業が採択された時点と同様、本プロジェクトの妥当性は高いといえ

る。 

本プロジェクトの開始以降、ベトナム側の政策及び日本側の援助方針において、当該セクタ

ー開発政策に大きな変更はなく、ターゲットグループのニーズはじめ、プロジェクトのアプロ

ーチも適切であると判断される。また本プロジェクト目標である「安全作物生産に関する意識

と生産技術が向上する」の妥当性は維持されている。また「安全作物」の推進、普及のため、

ベトナム関係者の能力強化の重要性は高い。 

 

（1）ベトナム国家政策との整合性 

安全作物に関しては以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

ベトナムは、農産物の生産の拡大に伴い、農薬や化学肥料の使用が増大しており、その

適正使用が強く求められている一方、上記のとおり、国際化が進むなか、国際的な取引に

対応すべく安全な農産物の生産に対する取り組みが強く求められてきている。「ベトナム社

会経済開発5カ年計画（2011～2015年）」において、「競争力と国際統合化」（同計画レポー

トp.30）に向けての「食品安全衛生の品質向上」は目標のひとつとなっており、食品安全に

係る知識や意識向上に関する取り組みを重視している。こうした現状から2008年に国際基

準に合わせた適正農業規範（農業生産工程管理法）（GAP）としてのViet GAPを取り入れ、

「2015年までにViet GAP基準を満たす農産物の割合を100％に高める」ことを目標とする一

方、食品関連法も整備されつつあり、安全作物生産推進は農業分野のみならず食の安全と
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いう重要課題のひとつとされている。 

しかし、ベトナム政府及び他の援助機関により、既に多くの安全作物生産を目的とする

プロジェクトが実施されているものの、その多くはモデル事業という範囲の実施にとどま

っており、成果を面に広げる試みはほとんどなされておらず、末端の農家はじめ生産者や

消費者にまで、安全な農産物に関する知識や意識が十分に浸透していないのが現状である。 

これらのことから、当プロジェクトは農家及び関係者への安全作物生産の普及及び意識

改革に焦点を当て、農家が安全な作物を生産するための生産工程管理法への取り組みの改

善を行い、産地と関係者がともに安全作物生産に取り組むアプローチはその妥当性は高い

と考える。 

また具体的な手法として、農家が取り組み可能なGAP実践を進め、特に生産記録の実践

に焦点を当て安全や安心を担保するとともに、その情報などを基に消費者との交流を進め

る手法はこの国が推進するViet GAPの下支えを行うものであり、本プロジェクトの妥当性は

高いと考える。 

 

（2）わが国支援の整合性と援助政策との合致 

プロジェクトは上記の先方ニーズや優先課題と合致するものであり、また、当該分野に

おける支援はわが国の「対ベトナム国別援助計画（平成21年7月）」の重点分野及びJICAの

「対ベトナム国別援助実施方針（2011年）」にも合致している。JICAの国別援助実施方針に

おいては、重点分野の開発課題「地方開発・生計向上」における「農業技術普及・地方イ

ンフラ整備等プログラム」に位置づけられている。したがって、本プロジェクトのわが国

の援助政策との整合性は高いといえる。 

 

（3）ターゲットグループのニーズに係る整合性 

本プロジェクトの対象となる農家のうち、90％以上の農家が基準値以上の農薬を使用し

ているとの調査結果があるなど、農家レベルでの安全作物生産の技術レベルはまだまだ低

いことから、農薬の適正使用や記帳など、安全作物生産の基本的な生産技術の向上に焦点

を当てた本プロジェクトの妥当性は高い。 

 

＜生産記録実践の利点について＞ 

安全作物生産に関する多くの取り組みがあるなかで、生産記録の実践はこれまでも困難な

活動のひとつであった。しかしながら、記録の実践は、安全・安心の確保、情報発信の基礎

情報であるとともに、記録を取ることによって農家が生産野菜の過程や結果をトレースでき、

農家経営を改善する重要な材料となる。 

また、農薬や肥料の適正使用を行うことで、コスト削減につながるなど利点も多い。この

ため、普及活動の改善や記録の実践を主な活動とする当プロジェクトの取り組みそのものの

妥当性は高い。 

 

なお、農民からは、レビュー時のインタビューでも回答が得られたとおり、栽培記録の

導入当初は戸惑いや不慣れであったものの、徐々に農薬の適正使用、安全作物の栽培技術

を習得することでコスト削減につながるなどGAPの利点を理解してきており、引き続き技
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術を向上させ、コスト削減や生産の質や安定を上げたいという強い意欲、希望を持ってい

ることからも本件の妥当性は高い。 

 

（4）プロジェクトのアプローチ・デザイン 

本件のアプローチ、デザインとして、基礎GAPを導入し、推進していることは、以下の

理由で妥当性が高いと思われる。 

ベトナムでは、他国同様、適正農業規範（農業生産工程管理）（GAP）の推進を行い（下

記表にGAPの利点や課題を整理）、グローバルスタンダードのGAPの導入を行っており、ベ

トナム独自の「Viet GAP」を定めているものの、以下のような課題があり、実際には認証が

進んでいないのは実情である。 

 

＜適正農業規範（農業生産工程管理）（Good Agriculture Practice：GAP）の利点＞ 

・ GAPの導入で、栽培作業を段階ごとにチェックすることで事故を未然に防ぐことが可能。

・ 何か問題があったときに対策を立てやすい。 

・ GAPは、現在の農作業を記録に残すことで、営農改善に役立てることが可能。 

・ 安全な農作物を求める消費者の声に対応可能。 

・ 記録を基に、農作業の改善につなげればコスト低減、品質向上につながる。 

・ 取り組みの情報を発信することにより産地の評判が高まる。 

 

＜ベトナムにおけるGAP推進に係る課題・制約＞ 

① GAPの認知度が少ない 

② 認証にお金が必要 

③ 農家の規模が小さすぎて、まとまらない 

 

以上のことから、本プロジェクトでは農家の実情に合わせ、農家が実践可能なGAPとす

るため、作業の管理点を安全上重要なものに絞るなどの改善をして、GAPの実践を行って

いる（プロジェクトでは、「基礎GAP」という位置づけ導入、推進中であり下記表を参照の

こと）。 

 

＜基礎GAPの考え方＞ 

① 農家に対するGAPの認知度を向上する（そのため研修や普及を実施）。 

② 農家が実践可能なGAPを導入するため、GAP手法の中で基礎的な取り組みに絞った項目

（安全性とトレーサビリティに特化）で実践。 
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（出所：プロジェクト作成資料より抜粋） 

図４－３ 基礎GAPの焦点 

 

以上のようなベトナムの状況、課題に応えるため、生産者や産地が取り組みやすい基礎

的な事項に絞った「基礎GAP」のアプローチは農家の実情に合ったものであり、課題解決

に向け、適切な対応と思われる。 

 

（5）わが国の比較優位 

わが国は安全野菜生産に関する豊富な経験を有しており、その経験やノウハウを活用で

きることから、当該分野に係る支援において比較優位がある。 

 

（6）プロジェクト対象地域選定の妥当性 

安全作物の対象地域は、パイロット省として3省（フンエン省、ハーナム省、クアンニン

省）、またセミ・パイロット省として3省（ホアビン省、タイビン省、ハイフォン省）を選

定している。（各省の概況は表4-1のとおり） 

また、その選定基準としては、①省に意欲があること、②作物生産条件が良好であるこ

と、③マーケット条件が良いこと、④他のドナーとの重複がないこと、⑤ハノイから遠く

ないこと、等を基準としており、選定上の適切性が保たれている。 

 

表４－１ プロジェクト対象地域の基本情報 

パイロット省 Hung Yen Ha Nam Quang Ninh パイロット省総数

モデル地区名 Yen Phu Ha Vy Ha Tan, Hong Hai 4 

モデルサイト数 1 1 2 4 

モデル地区の農家戸数 3,200 980 343 4,523 

野菜生産面積（ha） 198 45 44.2 287 

モデル農家数 41 27 46 113 

TOT研修受講生数 5 5 5 15 

主要野菜品目 

キ ャ ベ ツ 、

Kohlrabi（カブの
一種）、トマト、

カラシナ 

キャベツ キ ャ ベ ツ 、

Kohlrabi、チンゲ
ンサイ、トマト 
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セミ・パイロット省 Hoa Binh Thai Binh Hai Phong 
セミ・パイロット

省総数 

モデル地区（省候補） Dan Chu Quyn Hai An Tho  

モデルサイト数 1* 1* 1* 3* 

モデル地区の農家戸数 まだ不明 不明 不明 - 

野菜生産面積（ha） - - - - 

対象農家数 - - - - 

TOT研修受講生数 5 5 5 15 

主要野菜品目 

Gourd（ヒョウタ

ン）、カボチャ、

隼 人 ウ リ 、

Brassica（カラシ

ナ） 

キャベツ、キュウ

リ、トウガラシ、

カラシナ、マメ

Chayote（隼人ウ

リ） 

 

*モデル地区は省が独自で選定し、省主導で推進予定 

 

なお、本件対象となるセミ・パイロット省では、モデル地区や農家研修は、省主導で主

体的に選定、研修実施してきているもの、今後の普及の展開からみて、同省選定のモデル

地区の安全地域としての妥当性、さらには省主導の農家研修内容の適切性や目的の合致、

農家への研修後の指導やモニタリング体制などを各省C/Pや関係者と事前に協議する必要

がある。 

改めてまとめると、パイロット省とセミ・パイロット省との位置づけが不明確であり、

今後、プロジェクトで担い直接支援する活動と、各省主導で実施していく活動とを明確に

し、各省とは活動内容や役割分担、さらに活動の実施とそのモニタリングについて協議、

合意していく必要がある。 

 

４－２－２ 有効性 

（1）成果とプロジェクト目標のロジック、達成見込み 

ベトナムにおいて農産物の生産体制及び制度運営能力を向上させるためには、制度を運

営ないし利用する者、安全作物に係る行政官のみならず、生産者、購入者までを本プロジ

ェクトではカバーする包括的なアプローチを基本的にとっており、アウトプットがプロジ

ェクト目標に至る論理性は妥当なものであり、プロジェクトの成果はいずれもプロジェク

ト目標達成に貢献していると判断される。以下、安全作物分野のプロジェクト目標達成の

見込みを記す。 

まだ中間時点でもあり、プロジェクト目標にある「安全作物生産に関する意識と生産技

術が向上する」については、本来、現時点で判断するのは早急であるが、本コンポーネン

トの有効性は中程度といえる。プロジェクト活動の進捗、さらには各省での農家支援の継

続など、今後も引き続き、その進捗と成果を検証していく必要がある。 

これまで、ベトナムでは安全作物生産に関する多くの取り組みを行ってきたが、その多

くは制度を制定してそれを上位から指示する方法であり、生産者や消費者を含めた全体的

な活動となっていない。こうしたこれまでの経験を踏まえ、農家に直接、接する普及活動

を強化することは農家や産地の自発的活動を強化することになり、それに関係する普及員

などの人材を育成することで継続性を図ることができる。 
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今後はさらに、対象となる各省の環境（自然、社会、組織、省の計画、農民の意欲等）

に応じてきめ細かい指導を行い、パターン・分類化ないし奨励活動を確立するとともに、

農家支援の継続、普及方法の改善、強化を図ることができれば、プロジェクト目標は、プ

ロジェクト終了時には達成が可能と見込まれる。 

とりわけ、プロジェクトでの研修や技術移転を通じて、各省が独自で、あるいは自主的

に活動を行う事例も出てきており、これらの研修、技術支援を受けた普及担当者、モデル

農家を中心とする現場の実践によって、プロジェクト目標は達成されると考えられる。 

なお、中間レビュー時までの各成果の達成の進捗は以下のとおり。 

 

1）安全作物生産に関する意識 

徐々にではあるが、安全作物生産に係る意識が改善しつつあり、農産物の生産に対す

る人体や環境汚染に係るリスク回避（軽減）を認識しつつあるとのインタビュー結果が

出ている（また、ごみ箱や洗い場利用による産地環境の改善も、地域によってかなり差

があるものの成果が芽生えてきている）。また先進地訪問（スタディツアー）は農家が自

分の目で見て意識を変えるのに非常に有効であった。しかしながら、元々、安全作物生

産に係る農家の意識は、生産物がいかに市場で評価されるのか、その評判に頼るところ

となる。また一方、農家の意識改革にはかなりの時間を要するものであり、引き続きプ

ロジェクト活動の継続が必要である。 

 

2）生産技術向上 

プロジェクト実施によって、安全作物に係る生産記録、特に野菜生産記録を取ること

の習慣が芽生えつつあること、さらに研修参加、その後の実践によって、インストラク

ター（講師）それに農家の作物栽培技術の向上がみられる。しかしながら、研修講師か

ら農家への技術移転能力については、まだまだ改善の余地がある。 

 

プロジェクト実施前と後の変化と成果達成の進捗（安全作物分野） 

＜事前評価時と中間レビュー時点での進捗ないし状況変化＞ 

本プロジェクトでは、安全作物普及に係る関係部門との連携を図ることが不可欠であるとの

過去の類似案件から得られた教訓を踏まえ、プロジェクトの実施体制には、安全作物普及に係

る関係部門が互いに連携、調整し、活動が円滑に行われるような実施体制の構築が詳細設計調

査時には予定されていた。 

しかしプロジェクトが開始されてからは、C/PはMARD本省の「作物局」であり、普及を担当

する「普及局」、あるいは生産管理を担う「品質管理局」との連携、調整は中央レベルでは十分

であるとはいえない（パイロット及びセミ・パイロット省では実質、各部署が共同して活動を

行うなど連携できており、現場での活動に大きな制約はない）。また、パイロット省の選定に際

しては成果達成に必要な条件を検討し、その条件を満たす対象地域と農民グループを慎重に選

定することが計画されていた。パイロット省は3省であるが、ベトナム側の要請もあり、セミ・

パイロット省として追加で3省が入っており、プロジェクトとしての活動としてはかなり範囲が

広がり実施体制の構築や投入の拡散などジレンマもある。 

一方、安全作物野菜を対象とするモデル地区はほぼ妥当な選定であるが、事前に想定されて
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いた「農民グループ」にはなっておらず、「農家個人」となっている。個々の農家は同じ農協組

合員ではあるものの、モデル農家は個々別々の栽培、販売であること、あくまで本プロジェク

トの主眼は「生産」ながら、農家にとっては生産物の「流通販売」に大きなニーズがあること

などから、農家や省のニーズに応えていかに円滑な活動を推進するか、現在、ベトナム側とも

具体的な活動内容を協議、検討中である。 

 

（2）本プロジェクトの実施による促進及び阻害要因 

本プロジェクトの効果発現に貢献した要因（目標達成の促進・阻害要因）は次のような

ものである。 

    

1）促進要因 

a）プロジェクトで導入した「基礎GAP」の有効性の証明 

本プロジェクトで導入した基礎GAPのコンセプトやアプローチは、農家に易しく、

適用可能で、必要な要素のみを抽出したものであり、実際に、農家レベルでも栽培生

産、適用可能なものであることが証明されつつある。 

プロジェクト開始当初は、農家も記録を取ることをはじめさまざまな困難があった

が、安全作物生産の技術を習得し、その経済効果を目の当たりにしてから、徐々にプ

ロジェクトへの関心が深まった。記録を取ること、普及担当者によるモニターや助言、

さらに先進地訪問といったスタディツアーは、どれも農家さらには普及担当者にとっ

て有益な活動であり、農家の意識を変えるきっかけとなっている。 

    

b）省のイニシアティブと積極的な参画 

プロジェクト開始以降、各省の取り組みは活発であり、トレーナー育成や技術向上

や、農家への技術支援のみならず、基礎GAP法と従来の伝統農法との費用便益の比較

検討、生産物の品質分析まで行っている省もある。こうした省独自の取り組みやプロ

ジェクトへの積極的な参画は大きな促進要因であるといえる。 

    

2）問題点及び問題を惹起した要因（阻害要因） 

a）流通市場の未整備と安全作物に対する消費者理解 

何より安全作物を生産する農家にとって、手間をかけた安全野菜生産の結果として

のメリット、例えば生産コスト削減、生産物の付加価値の増加、ないし安定的な顧客

の確保を求めるのは当然のことであり、そうしたメリットがないと安全作物を作るイ

ンセンティブが続かない。 

一方、農産物の市場への流通機能は複雑で、整備されておらず、せっかく安全作物

を生産しても販売段階で、仲介業者が従来の安全でない生産物と全く同じ価格で購入、

ないし安全作物とそうでない作物とを混ぜて販売する、あるいは消費者がそもそも安

全作物の重要性を理解していない（安全かどうかの確証がなく、まだ「安全」生産物

を信用していない）など、流通業者、消費者の意識が十分に高まっておらず、生産者

のみならず流通・消費者の意識が変わらないことが大きく阻害要因となっている。 
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b）プロジェクト関係者間の責任や役割分担が不明確 

活動を推進する関係者間の運営方法や構造が不明確のままであり、一体だれが計画

し、だれが実施、活動モニター、評価するかという基本的なマネジメントが欠けてい

たと判断される。だれもが指示待ちないし不明瞭なまま活動を進めていた結果、現場

での混乱、異なる方針や指示、あるいは明確な根拠、目的なしに活動が進められた形

跡が一部ある。 

一方、プロジェクトのPDMでの記載が不明確なこともあり、同プロジェクトでの支

援の範囲が生産技術と意識向上にあるものの、その先の作物の情報提供ないし販売促

進、製品差別化、そのためのグループ化をどの程度、また、どの観点で支援するかが

不透明であったため、今回PDMの改訂を行った。 

 

４－２－３ 効率性 

プロジェクトに係る投入とその利用効率は、以下の理由から中程度といえる。 

プロジェクトの投入するコストの内容は、安全作物生産モデル実証活動に関する経費と、技

術者や農家への研修に関する経費が主なものである。このうち、安全作物生産モデル活動では、

安全な野菜生産をモデル的に実証するための生産資材や視聴覚機材が投入されており、効率的

に使用されている。一方、清浄な出荷のモデルのための洗い場の整備については一部まだ活用

が十分でないなど課題もある。また活動を担う人材は、専門家、C/Pの配置がなされているもの

の、現地での活動の内容をかんがみると投入量が少ないと評価される。 

一方、研修については、プロジェクトはまずパイロット省及びセミ・パイロット省で農家を

指導する立場の技術者に対して集中的にTOT研修を行い、この技術者がそれぞれの農家を指導す

る仕組みをとっており、理論上、効率的な研修の仕組みを採用している（ただし、省ごとに状

況が相違し、農家へ指導できる体制を積極的に行っている省もあれば、ほとんど農協長や農家

の自主性に任せ、指導やモニターの点で若干脆弱なところもある）。また、スタディツアーはじ

め、国内外研修は地域や組織の実務的な代表者を研修させており、コストの投入方法、投入時

期もモデルの展開に合わせており、適切な投入である。なお、より効率・効果的な研修として、

今後は国内の先進地訪問や農家間の相互視察など、国内をより重視した研修を行う必要がある。 

本プロジェクトに対する日本側、ベトナム側の投入は、日本側の一部、資材や専門家投入、

さらにベトナム側の予算配布の点を除けば、その量、質、タイミング的にもおおむね適正で、

ほとんどの投入は実施に係り十分に活用され、またこれまでに投入された資源は、投入量に見

合う成果を有していると思われる。プロジェクトの成果品として、今後、研修教材のみならず

農家が活用できる冊子やGAP推進に係る評価シートの作成が予定されており、そうした教材や

冊子が広く活用されれば、より効率的、効果的な実施が見込まれる。また活動進捗の結果やPDM

指標達成状況については第3章「3-3-3 安全作物分野における成果の達成状況」を参照のこと。 
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＜農民へ直接裨益するための体制＞ 

C/Pと専門家は、同じMARD本省に席を置いていることもあり、最終裨益者である野菜農家に

直接指導できる体制は取っておらず、パイロット及びセミ・パイロット省の行政官（普及担当

者：農作物生産局のみならず、植物保護局、農業普及センター）のみならず、いかに農家への

指導やモニタリングを行っていくかといった機能と体制づくりが大きな課題となっている。 

本プロジェクトにおいては、MARD農作物生産局が最終責任を担う役割を担っているものの、

他の普及関係部局、さらに対象とする地方政府との連携を行って初めて、成果が農民へ直接裨

益するものであり、最終裨益者への普及、定着までを見据えた注意深い計画及びその実施が重

要である。また、対象となる省（市）に青年海外協力隊員（JOCV）が配属されているものの、

円滑な連携にまで至っておらず、今後注視が必要である（現場の現状やニーズを把握している

隊員からの意見吸い上げや活動のフォローなどがあまり円滑に行われていない印象あり）。 

 

＜他ドナーや関係機関との連携＞ 

安全作物関係では、CIDAさらにADBが対象地域やターゲット、あるいは活動内容が相違する

ものの、類似の案件を実施中。また同じ JICA事業として、衛生・植物防疫（Sanitary and 

Phytosanity：SPS）や農協の技術協力プロジェクトが実施中であり、こうしたプロジェクトの知

見や教訓を活用、情報交換すること、また今後、TOT研修や成果ワークショップなどで相互の

成果を共有したり、可能であれば共同開催を行うことなど、事業の効率、効果的を進めること

が必要である。 

 

４－２－４ インパクト 

（1）上位目標への貢献 

プロジェクトのインパクトを予測することは時期尚早であるが、安全作物の推進と普及

を核とした本プロジェクトの活動の進捗とその結果、プロジェクト目標の達成により、上

位目標の達成は論理的に可能である。 

特に、政府関連機関の安全作物担当者と農家とが、安全作物に関する意識と生産技術を

向上し、農家は基準に沿った生産を行って生産過程を記録し、農薬の適正使用をはじめ安

全な農産物作りが浸透すれば、上位目標である農産物の安全性が徐々に改善され、質の高

い農産物の生産が行われる見込みである。しかしながら、実際のプロジェクトでの成果を

より波及、定着させていくには多くの困難や挑戦を克服する必要があり、とりわけ関係者

間の協力や連携（中央行政機関、地方機関、民間企業、農協、そして農家、さらにドナー

はじめ国内外の安全作物関連のプログラム）が重要となり、その達成にはかなりの時間を

要するものであり、現時点で評価できるまでには至っていない。 

 

＜基礎GAPの導入とその実施経験の集約＞ 

プロジェクトの終了前には、現在の実践結果を踏まえて、最終的に基礎GAP実施指針（ガイ

ドブック）を作成予定であるが、その成果品では農家が適用できる項目にのみ絞って実践した

結果を反映したものになるはずであり、生産記録簿を中心に、肥料や殺虫剤の適正使用をはじ

め、営農結果をもとにしたコスト計算（概算推計）による農家経営改善方法など、その成果を

ベトナム政府が活用すれば、一層の効果が望まれる。何より安全な作物生産のためにGAPの取
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り組みに係る制度の改善を行い、基準に沿った生産の実践農家を増大することは、ベトナムが

めざすViet GAP実践農家拡大への大きな推進力となることが期待できる（ベトナム政府でGAP

に係る法制度の改定が進行中であり、そこではベトナム国内の実情に即したローカルGAPの推

進が掲げられる予定であり、同プロジェクトの基礎GAPの導入、実践は、GAP推進政策に大き

な貢献になることが期待できる）。 

一方、農家にとっても生産記録を実践することは、農産物の安全を担保するとともに、生産

過程の情報開示によるトレーサビリティーの実現や消費者との連携強化、農産物の安全性の改

善やデータによる客観性確保などにつながるものであり、農家のみならず関係者や消費者の意

識改善にも将来、大きく寄与できる。 

 

（2）プロジェクト実施による波及効果 

下記のとおり、さまざまな正のインパクトが徐々に生じていることが調査団によって確

認された。 

 

＜安全な野菜生産の動き＞ 

TOT研修会を通じて、研修受講者は全回を通して同一の対象者として継続的に実施したこ

とによって体系的な研修ができた。さらに、プロジェクト担当者間の連携が強まり、パイ

ロット省での効果的な研修実施の結果、パイロット省のみならず、セミ・パイロット省へ

の波及効果もみられ、活動の相互連携が行われるようになった。また、各TOT研修会のあと

には農家研修が実施され、TOT研修会の受講者による研修会が開催されたが、その研修内容

はTOT研修の内容を地域に合わせたものに編成するなどの工夫がみられ、全体の意識の統一

を図りながらも地域ごとに取り組んでいる。 

こうした一連のフィールドでの活動の結果、モデル農家は研修での成果をもとに、安全

野菜の栽培に取り組みつつあり、基礎GAPという標準に沿って生産でき、またその生産プ

ロセスも徐々に明確化されつつある状況である。 

一方、負のインパクトと看做されるものは、現在までのところ観察されていない。 

 

４－２－５ 自立発展性 

本コンポーネントの自立発展性は次の3つの視点からまだ不透明であるといえる。 

    

（1）組織/制度面 

組織面としては、C/P機関のMARD農産物生産局作物課は農産物の生産の振興の主管部署

であり、安全作物の生産振興施策と一体的な活動を行い、継続発展され、プロジェクトの

成果は同課を通じて全省に伝達されることが期待される。また、モデルの実践的な取り組

みは地方省が行っており、有機的な連携や普及に係る協力体制が図れれば、現場の活動と

国レベルの展開をより効果的に普及、波及でき、継続的な活動が期待できる。 

一方、制度面では、ベトナムは、2015 年までに安全作物生産手順の遵守を目的としたViet 

GAP基準を満たした農作物を100％とすることを目標とし、積極的な推進策を講じており、

基本的に安全作物振興に係る政策に変化はないと考えられる。よって、本プロジェクトの

実施は、Viet GAP取得農地の増加を下支えするものとして、ベトナム側も重視しており、本
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プロジェクトの終了後もViet GAP取得農地拡大に向けた政策的な後押しが見込まれる。 

また、ベトナムでは食品の安全に対する要望が高まっており、昨年（2011年）「食品安全

法」が施行され、農業分野でもこれまで以上の取り組みが求められている。農業農村開発

省内でも安全な農産物の生産のための取り組みを強化している。 

なお、プロジェクト運営及び全体調整については、既に「4-4-2有効性」の「2） 問題点

及び問題を惹起した要因（阻害要因）」の項で記したとおり、本省とパイロット省との連携

強化、関係者間の情報共有などロジ面での機能強化が求められる。 

 

（2）財務面 

上記のとおり、ベトナム政府はGAPの推進に係る政策を今後も継続する予定であること

から、国さらには各省で安全作物の推進、普及には何らかの予算が継続して配賦されると

思われる。 

一方、安全作物生産は新たな投資をして達成するものではなく、既存の技術を基準に沿

って実施することや、情報を蓄積発信すること、関係者の意識を改善することから達成が

可能である。これらのことから、活動の継続性を考えるうえで農家による財務上の問題は

少ないと考える。また、プロジェクトで投入した資機材や人材配置についても、ベトナム

として必要な事業費や人員配置を継続的に確保される見込みは高いと思われる。 

 

（3）技術面 

プロジェクト活動がこれまでと同じように進めば、C/Pはじめ普及担当者が安全作物生産

や普及に関する基本的な技術を習得し、指導できるまでの能力を獲得できると判断される

一方、農家の技術吸収の受容度も高いことから、本プロジェクトの技術面での受容度は高

いと考えられる。 

よって、プロジェクト終了時までに更に活動を実施し、安全作物振興に必要な個々の能

力の向上と経験の蓄積を図ることで、継続性を有することが期待される。 

なお、技術の核であるGAPの推進はベトナムでの大きな取り組み課題であり、現在その

活動を強化するための見直しも行われている。当プロジェクトで農家が実践しやすいモデ

ルをつくり、安全作物生産のための啓発の素材をつくる予定であり、政府の安全な作物生

産の推進の材料あるいは教訓となることから成果の活用の発展性が高い。 

一方、農家は生産記録をはじめ、コスト計算、生産高の記入、さらに肥料や殺虫剤の適

正使用方法を徐々に習得しつつあり、また病害虫の効率的な防除を自ら実践できるように

なってきていることから、農家の安全作物生産に係る自立性は高いと思われる。一方、記

録簿を取るメリットを農家が実感するには一層の意識改革を行う一方、記録簿の簡略化な

ど、農家に受け入れられやすいものにする必要がある。 

上記の3つの視点を再度、安全作物分野の自立発展性をみるうえで、利点（好ましい機会

や望まれる期待）と制約（挑戦と脅威）という観点でまとめると以下のとおりである。 
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表４－２ 3つの視点からみた利点と制約 

3つの視点 利点（好ましい機会や望まれる期待） 制約（挑戦と脅威） 

① 組織・制

度 

・ GAP推進に係るベトナム政府の確約

・ 安全作物に係る政策と推進の両面を

担うMARD農作物生産局が中核を

担えること 

・ ベトナムの現状に応じた安全作物に

係る法的制度の準備（GAP技術規定

集ほか） 

・ より効果的な普及システムの必要 

・ 関係者間のリンケージの脆弱さ 

・ 販売促進活動について、農家グルー

プでの経験や技術の共有が薄いこ

と 

・ 流通機構の未整備 

② 財 務 

・ 安全作物推進に係る中央と各省 /市

の予算が活用可能 

・ 現場レベルにおいて、安全作物に係

る予算や人材配置に係る配分が不

十分 

③ 技 術 

・ 安全作物生産に係る技術向上（普及

担当並びに農家両方） 

・ 啓発教材の活用 

    

 今後予定されているプロジェクト活

動が順調に行われれば、農民が使え

る技術冊子や教材が作成、配布可能

・ 記録簿を取るうえでの利点やインセ

ンティブをいかに理解し、記録簿を

継続していくかについて農家の認

識がまだ限定的 

 

（4）その他視点（社会・文化・環境面） 

本プロジェクトでは、ベースライン調査はじめ対象地域における農家の社会・経済状況

を十分にかんがみたうえでの事業展開までには至っておらず、対象地域の農家、特に女性

はじめ小規模農家等が容易に受け入れられるよう今後のプロジェクト活動の中で、十分な

配慮や対策を考慮していく必要がある。 
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第５章 提言と所感 
 

５－１ 提 言 

（1）植物品種保護分野 

1）組織的な課題への提言 

a）PVP登録事務手続き体制の強化 

本中間レビューにおいて植物品種保護事務所（PVPO）のスタッフの役割が必ずしも明

確ではなく、またPVPOと国立農産物肥料試験評価センター（NCPFT）間で申請された植

物の試験結果の情報共有という部分でうまく連携できていないことを確認した。近い将

来、PVP登録申請数が増加した際に、この脆弱な事務手続き体制が大きな問題になること

が予想される。ベトナムのPVP登録事務手続き体制を発展させるため、プロジェクトは、

PVPOの機能強化とPVPOとNCPFT間の連携による、PVP登録事務手続き体制を改善する

努力が求められる。これは、農産物生産局（DCP）内でのPVP事務手続きに係る現在の体

制の見直しも求めている。代替案はANNEX2-3（付属資料3）に示した。プロジェクトに

対して、DCP局長とこれらの課題について議論することを提案する。 

 

b）現在の登録事務手続きとテスト方法の詳細分析の実施 

プロジェクトでは、ほとんどの指定のDUS試験所を訪問し、現在のPVP体制の事務手続

き手順のアセスメントを行っている。しかし、本アセスメント分析はうまく実施されて

いないように評価調査団は感じた。例えば、現地調査の際に評価調査団がNCPFTを訪問

した際に、各試験所の試験結果のデータが各試験所のPCに保管されており、そのデータ

がPVPOに共有されていない状況を確認した。効果的なPVP体制の改善のため、可能な限

り正確な現状の理解が必須である。そのため、プロジェクトはより詳細な情報の収集と

PVP登録事務手続き体制の現状及び実際のNCPFTや指定機関を含む各試験所でのDUSテ

スト実施手法の分析が必要である。 

 

c）新規のPVPデータ管理システムについての十分な検討 

PVP管理システムを改善する手段としてプロジェクトは新規のデータ管理システムの

導入を提案している。評価調査団はPVPデータ管理システム改善の重要性は理解するが、

調査においては現行のデータ管理システムが十分理解されていないように見受けられた。

プロジェクトは、新規に導入するPVPデータ管理システムについて十分な検討を行う必要

がある。現行のシステムやデータ管理を担当するスタッフのニーズを十分分析しない限

り、プロジェクト終了後短い期間内に使われなくなるリスクが大きいといわざるを得な

い。 

 

d）各植物品種のマニュアルの準備 

各試験所はDUSテストを実施するための各植物品種の形質評価や栽培技術のマニュア

ル（既に作成済みのコメの試験マニュアルのようなもの）を作成すべきである。これは

頻繁なスタッフの入れ替えによるDUSテスト技術の損失を防ぐことと、異なる試験官で

も統一された手法で試験が実施される体制を確保するうえで重要なものである。 
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e）DUSテスト担当植物の割り振り再検討 

PVPOとDCPが相談して、各試験所が担当している植物品種DUSテストの割り振りを、

各試験所のキャパシティや環境に基づいて再検討する必要がある。現在の担当植物品種

の割り振りは、各試験所の現状に対して必ずしも最適であるとは限らないためである。 

 

f）PVP登録手続きにおける人材の定着化 

効果的なPVP体制の運営のために、DUSテストの担当スタッフは専門的な知識と技術が

必要である。プロジェクトはスタッフの能力強化を支援し続けている。しかしながら本

中間レビューにおいて多くの主要なスタッフが数年間働いたあとに異動していることが

確認された。これはPVP体制の今後の発展において、大きなダメージである。調査団は、

本体制内での専門スタッフポジションを安定化する措置を取ることを強く提案する。 

 

2）試験植物の栽培における技術的な課題 

a）主要な作物以外の栽培技術の改善 

ベトナムにおける農産物生産のメインはコメやトウモロコシである。それゆえ、これ

ら作物の栽培技術は十分に定着しているが、他の作物は不十分である。試験対象の植物、

特に野菜や花卉を育てる際に、試験所から失敗事例の報告もあった。他の機関から支援

を受けながら、主たる作物以外（コメ、トウモロコシ以外の作物）の栽培技術を改善す

るための努力が必要である。栽培マニュアルの準備はこの過程を支援する方法のひとつ

である。 

 

b）国内での技術移転の促進 

同様に、ひとつの試験所から他の試験所に対する技術移転を行うことを提案する。

NCPFTは技術スタッフを対象に他の試験所から学ぶための研修を企画すべきである。 

 

3）試験に係る技術的課題 

a）試験マニュアルの準備 

プロジェクトはバンラムとトゥーリエム試験所で作られたコメとトウモロコシの試験

マニュアルを完成させる必要がある。プロジェクトが１野菜・１花卉の試験マニュアル

の準備について試験所スタッフを支援できれば、プロジェクトに支援された活動の持続

性が増すことが考えられる。 

    

b）試験所内でのマニュアルの共有 

NCPFT本部において、プロジェクトからの支援の下、マニュアルを作成し、それをす

べての試験所に共有する必要がある。 

 

4）PVPの意識向上のための継続的な努力 

申請される植物品種数とPVP登録される数が近年増加しており、プロジェクト実施を通じ

てスタッフの試験能力が強化されていることから、ベトナムのPVP体制が着実に発展してい

ることは確認できた。 
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しかしながら、調査団は植物育種家、種苗会社、普及人員などのステークホルダーのな

かにPVPの重要性についての意識向上を継続的に行う努力が必要である旨認識している。意

識向上は長期間の努力が必要とされる。33年間のPVPの歴史をもつ日本でさえ一般に認知さ

れるまでに10年以上かかっている。農業農村開発省（MARD）は長期的な視点での体制強

化策についてしっかりとした判断をする必要がある。 

 

（2）安全作物分野 

1）中央：GAP普及戦略 

中間レビューにて、安全な作物生産の推進に係るベトナム政府の政策方針（Viet-GAP）

について聞き取りを行い、プロジェクトが取り組んでいる安全な作物生産技術の普及手法

（ベトナム政府の政策に沿ったBasic GAPを含む）を確認した。 

しかしながら、現在本件に係る政策は見直し中であるため、プロジェクトに対し以下の

活動を行うことを提案する。 

    

① Viet-GAPの管理項目の更新を含む安全な作物生産普及に係る政策文書のレビュープロ

セスをフォローアップする。 

② プロジェクト活動をベースとして、Basic GAP実施マニュアルを作成し引渡す。 

    

2）省/市/村レベル：技術普及方法 

プロジェクトの主要コンポーネントは技術者研修を通したGAP技術の普及である。TOT

の研修内容を視察し、プロジェクトで関与している普及員と農家にインタビューを行った

ところ、研修受講者は新しい技術や知識を習得していることが確認された。しかしながら、

普及員から農家への技術普及過程に改善の余地が確認された。そのため、調査団は包括的

な技術普及過程の改善のために以下の対応を提案した。 

    

① 普及員から農家への技術普及活動のモニタリングと効率改善のための技術的アドバイ

スを与える。 

② 普及員から農家への安全な作物栽培技術における評価シートの作成 

③ 技術移転の効率を評価するツールとして、評価シートの作成を提案する。 

④ 農家が理解しやすい普及マニュアルの作成 

・ プロジェクトは普及員に対するマニュアルのシリーズを作成するとともに、普及員

の知識と技術を改善するために活動を行っている。しかしながら、大量のテキスト

の代わりに、図や写真を増やしたGAP説明のための一枚紙のような農家向けの教材

を配布することは技術普及のプロセスを一層加速できるものと考える。 

・ 農家向けの教材の一例として作物カレンダーと一緒になったGAPガイダンスも含ま

れる。GAPは日々の農作業のモニタリングと評価のツールであるため、日々の農業

ガイダンスと結びつけるべきである。プロジェクトに対して、農家の日常使用のた

めに（一枚紙の）作付けカレンダー（新規作成もしくは既存のものを活用）をGAP

ガイダンスと合体させることを提案した。 



 

－45－ 

⑤ 効率的な改善のための現在のチェックリストのレビュー 

GAP実施の困難のひとつに記帳の継続という日頃の努力がある。調査団は作業負荷軽

減のため現在の記帳アプローチに改善の余地があることを確認した。この課題に対して、

現在のチェックリストのレビューを行う短期専門家の派遣を提案する。 

⑥ ベトナム政府や他ドナーのプロジェクト等による活動からのグッドプラクティスと教

訓に基づいた安全な作物栽培のケーススタディの実施 

政府、民間やドナーの下で現在実施中または以前実施されていた安全な作物栽培を支

援する活動が数多くある。これを受けてプロジェクトに対し、「Basic GAP実施マニュア

ル」の内容が反映された安全な作物栽培の普及のインストラクションガイド作成のため

に、これら活動のレビューと教訓を活用することを提案する。 

⑦ 安全な作物生産にかかわる異なるステークホルダー間の役割と責任の明確化 

上記の活動を実施するうえで、プロジェクトはプロジェクトにかかわる異なるプレー

ヤーの役割と責任を明確にする必要がある。調査団はプロジェクトによって今後協議さ

れ得るタスクリスト（案）を作成した。（付属資料3．合同中間評価報告書Annex3-4） 

 

3）圃場レベル：農家にインセンティブを与える 

安全な作物生産のひとつの制約は意識向上である。意識は「GAPの利点について農家が

意識し、記帳を続ける」「安全な作物生産を評価するステークホルダーの意識」が含まれる、

意識を改善するために次の活動を提案する。 

① 記帳のインパクト評価（コスト/労働力削減） 

② 記帳のインパクト評価〔安全保証（生産物の分析）〕 

③ 成果2に基づくスタディーツアー実施によって、より良いアウトカムを生み出す、国内

の農協が成功した農家から経験を学び、ベトナムにおける安全な作物生産に従事して

いる農家のなかで情報共有を行えるように安全な作物生産にかかわるステークホルダ

ー（農家、政府職員、業者、小売人、消費者等）間の相互理解の改善を行う「意識向

上のためのイベント」を実施する。 

④ 安全な作物生産に係る関係者間での相互理解を改善するための「啓発イベント」の実

施。 

⑤ ラベル生産を含む意識向上のための活動支援 

生産者の作物生産情報を通して、農協によって提案されたラベル生産を含むアイディ

アはステークホルダー間での意識の向上に寄与し得ると考える。効率と持続性を確保

するために、プロジェクトに対し、この活動に加わるための農家グループに対するク

ライテリア及びルールの設定を提案する。このルールは、Basic GAPに準拠しているこ

と、明瞭な流通経路を保有していること、そして安全な作物生産地域として証明され

た場所での生産を、農家グループに対して要求するものである。 

    

4）その他 

その他、以下の課題への対応をプロジェクトに提案する。 

① プロジェクトのパイロット/セミパイロットサイトの違い、目的そして実施状況を明確

化する。 
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② 4.1の結果に基づいて、農家研修支援や野菜加工施設の供与のような投入の必要性と妥

当性を考慮する。 

③ 過去のパフォーマンスと現状に基づいて各省において具体的なアクションプランを作

成する。 

④ 各活動計画の実施の役割と責任を明確にする。 

 

５－２ 団員所感 

（1）団長（安全作物分野担当） 

GAPの導入を通じて安全な農作物を生産するという取り組みは、これまで政府自身の取り

組みや他ドナーの取り組みを通じて繰り返し試みられてきたが、いくつかの理由からいまだ

面的な広がりを確保するに至っていない。具体的には、①農家や流通業者の間での安全な農

産物・農作業の重要性や、これらを解決する手法としてのGAPに対する認識の不足、②流通

段階での不正行為を取り締まる規制のなさ、③それらの結果として安全な農産物を生産して

も市場では評価されないという状況、これに加えて、④現場での技術普及体制の弱さが大き

な課題となっている。本プロジェクトではこれまでベトナム政府、他ドナーが取り組んだこ

とのない基礎GAPという手法を通じてこの課題への対応をめざしている。評価団では農業現

場の実情や安全作物の普及に向けた政府の政策の検討状況について調査し、プロジェクトの

選んだ基本的な方向性について問題がないことを確認することができた。 

他方で、この手法を用いたアプローチを完成させるためには、実践面での課題が多く、プ

ロジェクトに残された1年半（終了時評価までに1シーズン）という極めて短い期間でこのす

べてを解決することはできない。 

したがってプロジェクトでは残された期間で、①基礎GAPという手法のもつ有効性の実証、

②基礎GAPを効果的に農家に伝えていくための教材と手法の確立、に絞って、相当効率的な

取り組みを進めていく必要がある。 

現場レベルでは、①市場で評価されない取り組みにはほとんどの農家が関心をもたない、

②現場レベルでの普及に係る人員の絶対的な不足と非効率な普及手法、という、いずれのひ

とつを取ってもキラーアサンプションになりかねない課題がある。 

予算・人員や時間等の幾つかの制約があるなかで取り得る方法として提言に示した一連の

活動は既にプロジェクトで検討され、動き出しているものであり、この方向に沿って、場合

によっては追加的な投入も含めて、活動の加速を期待する。 

 

（2）技術団員（植物品種保護担当） 

PVP分野については、PDMにおける活動1～3があり、中間評価までの活動は主に栽培試験

実施能力の向上に集中され、活動はおおむね順調に進んでいると評価できる。プロジェクト

期間の後半には、制度運営状況のレビュー及び制度運営改善の提案、制度の啓発活動が中心

となるが、これらは今後のベトナムのPVP制度の自立発展に重要な役割を担う活動であり、成

果が期待される。 

PVP制度は、適切な審査が実施される体制（審査当局）、さまざまなニーズに対応した育種

が実施される体制（育種家、研究者、種苗会社等）、登録された品種が適切に使用されメリッ

トを享受できる体制（育成者権者、農家、消費者等）が三位一体となって農業振興のために
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運営されるものであることから、特に育種家、農家、消費者などの利用者に制度の内容を理

解してもらう啓発活動は、出願品種数の安定的増加など今後のべトナムの制度発展にとって

重要である。 

技術面については、栽培経験の少ない稲、トウモロコシ以外の作物の栽培技術については、

べトナム側の大学や試験研究機関の専門家との協力やプロジェクト専門家間の情報交換等を

活用し問題に対処するとともに、マニュアル作成に加えてプロジェクト終了後も組織的な対

応ができるような体制づくりが望まれる。 

ただし、PDMの前提条件となっているC/Pが継続的にこの分野に勤務することが、頻繁な異

動により危うい状況にあり、プロジェクトの成果を定着・発展させるための阻害要因になる

ことが懸念されることから、べトナム側にこの点に関して配慮するよう強く要請した。この

点に関しては、プロジェクト開始当初から懸念されていたことであり、異動が発生するごと

にべトナム側に申し入れを行うなど、何らかの対応が求められる。 
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